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第１ 総則 

 

１．要求水準の位置づけ 

「国道12号白石本通第二電線共同溝ＰＦＩ事業要求水準書」（以下「要求水準書」と

いう。）は、「国道12号白石本通第二電線共同溝ＰＦＩ事業」（以下「本事業」という。）

の業務を遂行するにあたり、事業者に求める業務の水準（以下「要求水準」という。）

である。 

事業者は、要求水準を満たす限りにおいて、本事業に関し自由に提案を行うことがで

きるものとする。なお、国土交通省北海道開発局札幌開発建設部（以下「国土交通省」

を「国」、「国土交通省北海道開発局」を「北海道開発局」、「国土交通省北海道開発

局札幌開発建設部」を「札幌開発建設部」という。）は事業者を特定する過程における

審査条件として要求水準を用いる。 

また、事業者は、本事業の事業期間にわたって要求水準を遵守しなければならない。

札幌開発建設部による業績監視により事業者が要求水準を達成できないことが確認さ

れた場合は、別に定める規定に基づき、業務の対価の減額又は契約解除等の措置がなさ

れる。 

 

２．用語の定義 

用語の定義は、各章で定めるほか、「事業契約書（案）別紙２用語の定義」による。 

 

３．適用範囲 

要求水準書は、本事業に適用する。 

 

４．事業対象区域 

事業対象区域の概要 

１）所在地：北海道札幌市白石区本通４丁目北～北海道札幌市白石区本通12丁目南 

２）事業延長：約2.82km（道路延長：1.41km） 

 

事業対象区域の現況 

別紙１「事業対象区域図」による。 

 

５．事業目的 

本事業は、札幌市内の商業地域に位置するとともに、北海道緊急輸送道路ネットワー

ク計画（令和２年度改訂）における第一次緊急輸送道路、また高齢者、障害者等の移動

等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号）に基づく特定道路に指定されて

いる一般国道12号の一部区間において、電線共同溝を整備し無電柱化することで、災害

時における緊急輸送道路の確保並びに安全で快適な歩行空間の確保を図るとともに、
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良好な都市景観の形成に向けたまちづくりを支援するものである。 

無電柱化がもたらす整備効果である、道路の「防災性の向上、通行空間の快適性向上

及び良好な景観創出」を早期に実現するため、調査設計から施工及び一定期間の維持管

理まで含めた包括的かつ長期間の事業契約とする「電線共同溝型ＰＦＩ」を適用し、「工

程の最適化」、「手戻り作業の最小化」、「円滑な事業推進」等において民間企業の技

術的ノウハウを積極的に取り入れ効率的・効果的な事業推進を図ることを目的とする。 

 

６．事業の概要 

本事業は、電線共同溝（管路部・特殊部・横断部）、車道、歩道、道路附属物（以下

「本施設」という。）の調査・設計及び工事、工事監理、並びに電線共同溝（管路部・

特殊部・横断部）（以下「維持管理対象施設」という。）の維持管理をＰＦＩ法に基づ

き包括的に実施するものである。 

本事業が対象とする範囲は、別紙１「事業対象区域図」、別紙２「ア 調査・設計業

務・イ 工事業務・ウ 工事監理業務の対象範囲」、別紙３「エ 維持管理業務の対象

範囲」及び次表のとおりである。 

表 1 本事業の対象範囲 

対象 

 

区分 

電線共同溝 

(管路部,特殊部、 

横断部) 

歩道 

（舗装） 

車道 

（舗装） 

道路附属物 

(道路照明,道路標識

等) 

調査・設計 

業務 
○ ○ 〇 ○ 

工事 

業務 
○ ○ 〇 ○ 

工事監理 

業務 
○ ○ 〇 ○ 

維持管理 

業務 
○ － － － 

○：特定事業が対象とする項目。 

なお、電線共同溝（管路部）の引込管、連系管及び連系設備を含み、引込設備は

含まない。 

 

７．業務の内容 

事業者が実施する業務は、以下のとおりである。 

なお、本事業は、調査・設計から工事、工事監理及び維持管理までを含めた包括的

かつ長期の事業契約として、事業の効率的な推進及び協議調整等に対する民間企業の

技術的ノウハウを求めるものである。  
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調査・設計業務 

１）調査業務 

２）設計業務 

３）調整マネジメント業務（設計段階） 

 

工事業務 

１）整備工事業務 

※電線の入線工事や既存電柱・電線の撤去は業務に含まない。 

２）整備施設の所有権移転業務 

３）調整マネジメント業務（工事段階） 

 

工事監理業務 

１）工事監理業務 

 

維持管理業務（※入線した電線の維持管理は業務に含まない。） 

１）点検業務 

２）補修業務 

３）調整マネジメント業務（維持管理段階） 

 

事業期間 

１）調査・設計業務、工事業務、工事監理業務：事業契約の締結～令和17年３月末 

２）維持管理業務：本施設の完成・引渡し～令和32年３月末 

※ 調査・設計業務、工事業務及び工事監理業務について、本施設の完成・引渡し時

期を早める提案は可能としますが、維持管理業務期間は15年間とする。なお、本

施設の工期短縮に基づく早期完成・引渡しに伴う事業期間および事業終了日につ

いて、予算確保ができれば見直す。 

 

８．遵守すべき法令等 

事業者は、本事業の実施にあたり必要とされる関係法令（関連する施行令、施行規

則、条例等を含む。）等を遵守しなければならない。 

 

９．秘密の保持 

事業者は、本事業により知り得た情報（個人情報を含む。）を、札幌開発建設部の

承諾なしに第三者に開示、漏洩せず、また、本事業以外の目的には使用しないものと

する。 
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１０． 適用基準 

業務実施にあたっては、関連する法令等によるものの他、以下に掲げる基準等（以

下「当該基準等」、各共通仕様書については「共通仕様書」という。）を適用する。 

なお、当該基準等に関して、入札までの間に改訂があった場合には、原則として改

訂されたものを適用するものとし、入札後の改訂については、その適用について協議

するものとする。 

また、当該基準等については、事業者の責任において、関係法令及び要求水準を満

たすよう適切に使用するものとする。 

要求水準書と当該基準等において、要求水準書の性能が上回る場合は、要求水準書

を優先するものとする。 

北海道開発局「設計業務等共通仕様書」（令和７年度版） 

北海道開発局「地質・土質調査業務共通仕様書」（令和７年度版） 

北海道開発局「道路・河川工事仕様書」（令和７年度版） 

北海道開発局「土木工事数量算出要領（道路・河川編）（北海道開発局版）」

（令和７年度） 

北海道無電柱化推進協議会「電線共同溝技術マニュアル第 5.0 版」（令和７年

３月） 

北海道開発局札幌開発建設部「電線共同溝管理台帳／管理図作成要領」（令和

２年２月） 

北海道開発局札幌開発建設部「札幌開発建設部情報ボックス管理規程」（令和

３年３月） 

北海道開発局「道路設計要領」（令和７年度） 

寒地土木研究所「北海道の道路デザインブック（案）四訂版」（2019年３月） 

北海道開発局「船舶・機械を請負工事に使用する場合の事務処理要領」（令

和３年１月 27日） 

日本道路協会「共同溝設計指針」昭和 61年 

道路保全技術センター「プレキャストコンクリート共同溝設計･施工要領

(案)」（平成６年３月） 

道路保全技術センター「電線共同溝」（平成 11年 11月） 

建設電気技術協会「光ファイバケーブル施工要領・同解説」平成 25年版 

国土交通省道路局「道路の移動等円滑化に関する整備ガイドライン」（令和

４年６月） 

国土交通省「ＢＩＭ／ＣＩＭ活用ガイドライン（案）」（令和４年３月） 

大成出版社「建設副産物適正処理推進要綱の解説」（平成 14年 11月） 

「建設工事公衆災害防止対策要綱の解説」（令和元年９月） 

日本道路協会「防護柵の設置基準・同解説ボラードの設置便覧」（令和３年
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３月） 

日本建設機械化協会「道路清掃ハンドブック」（昭和 46年） 

土木学会「コンクリートのポンプ施工指針」（2012年版） 

日本トンネル技術協会「山岳トンネルにおける防水工指針（改訂版）」（令

和４年７月） 

北海道開発局札幌開発建設部「札幌開発建設部電線共同溝管理規程」（平成

30年４月） 

北海道開発局工事管理課「ライフライン事故防止の手引き（案）」（平成 29

年６月） 

 

１１． ＣＡＬＳ／ＥＣ札幌開発建設部及び事業者間の情報共有 

義務と適用図書類 

本事業は、札幌開発建設部及び事業者の間の情報を電子的に交換・共有することに

より業務の効率化を図る情報共有システムを活用するものとする。 

システムの使用義務など 

１）事業者は、本事業で使用する情報共有システムを選定し、札幌開発建設部と協議し

承諾を得なければならない。使用する情報共有システムは次の要件を満たすもの

とし、経済性、操作性、サービス体制などを総合的に勘案すること。 

・活用にあたっては「業務履行中における受発注者間の情報共有システム機能要件

（Rev.1.7）【要件編・解説編】令和７年３月版」、及び「工事施工中における受

発注者間の情報共有システム機能要件（Rev.5.7）【要件編】令和７年３月版」に

基づき実施すること。 

→ http://www.cals-ed.go.jp/jouhoukyouyuu_rev20/ 

※各システムの対応状況はＣＡＬＳ／ＥＣホームページを参考にすること。 

→ http://www.cals-ed.go.jp/jouhoukyouyuu_taiou/ 

２）札幌開発建設部及び事業者が使用する情報共有システムのサービス提供者との契

約は、事業者が行うものとする。また、利用開始日、必要なユーザーＩＤ数、ディ

スク容量等の仕様やワークフロー機能の対象者等については、札幌開発建設部と

協議の上決定する。 

３）詳細については、札幌開発建設部と協議すること。 

４）実施の環境が整い次第、「着手時協議チェックシート」により､速やかに札幌開発

建設部と協議すること｡また､業務計画書及び工事施工計画書へ記載すること。 

５）事業者は、情報共有システムのサービス提供者と次の内容を含めた契約を締結する

ものとする。 

① 情報共有システムに関する障害を適正に処理、解決できる体制を整える旨 

② サービス提供者が善良なる管理者の注意をもってしても防御し得ない不正アク

セス等により、情報漏洩、データ破壊、システム停止等があった場合、速やかに
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調査職員及び事業者に連絡を行い適正な処置を行う旨 

③ 上記②の場合において、サービス提供者に重大な管理瑕疵があると札幌開発建

設部若しくは事業者が判断した場合、又は復旧若しくは処理対応が不適切な場

合には、事業者はサービス提供者と協議の上情報共有システムの利用を停止す

ることができる旨 

６）情報共有システムを利用する札幌開発建設部等及び事業者の費用は、設計変更で計

上する場合があるので、事業契約締結後、札幌開発建設部と協議すること。 

 

テレビ会議システム等の有効活用 

働き方改革実施方針の取組に鑑み、各種テレビ会議システム等を有効に活用し業務

の効率化を図る場合は札幌開発建設部と協議すること。 

 

１２． 行政情報流出防止対策の実施報告 

行政情報流出防止対策の強化は、設計業務等共通仕様書第1137条に定めるものに加

え、行政情報流出防止対策の実施報告について以下のとおりとする。事業者は、業務

計画書及び共通仕様書第1137条に記載された内容を確実に実施するとともに、実施し

たことを確認できる資料を作成し、札幌開発建設部に報告しなければならない。 

 

１３． 情報管理体制の確保 

１）事業者は、本事業に関して札幌開発建設部から貸与された情報その他知り得た情報

であって、札幌開発建設部が保護を要さないことを同意していない一切の非公表

情報（以下「要保護情報」という。）を取り扱う場合は、当該情報を適切に管理す

るため、測量調査業務共通仕様書113条、地質・土質調査業務共通仕様書第113条、

土木設計業務等共通仕様書第1112条及び発注者支援業務共通仕様書第1010条に基

づく業務計画書の業務組織計画、土木工事共通仕様書1-1-1-4に基づく施工計画書

の現場組織表において、別添（別紙資料３）「情報取扱者名簿及び情報管理体制図」

を参考に、情報管理体制及び情報取扱者名を記載し、札幌開発建設部の同意を得な

ければならない。また、記載した情報に変更が生じる場合は、あらかじめ札幌開発

建設部の同意を得なければならない。 

２）事業者は、要保護情報を情報取扱者以外には秘密とし、また、本事業の施工以外の

目的に使用してはならない。 

３）要保護情報は、アクセス制限、パスワード管理等により適切に管理するとともに、

札幌開発建設部の許可なく複製・転送等しないこと。 

４）事業者は、本事業完了時に、要保護情報について、札幌開発建設部への返却若しく

は消去又は破棄を確実に行うこと。 

５）事業者は、要保護情報の外部への漏えい若しくは目的外利用が認められ又そのおそ

れがある場合には、これを速やかに札幌開発建設部に報告すること。なお、報告が
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ない場合でも、情報の漏えい等の懸念がある場合は、札幌開発建設部が行う報告徴

収や調査に応じること。 

 

１４． 業務の監視 

札幌開発建設部は、事業者が事業契約に基づいて本事業の実施を適正かつ確実に実

施していることを確認するために、各業務の実施状況、事業者の財務状況を監視し、

必要に応じて是正又は改善を要求する。 

 

１５． 関係者協議会等の設置 

札幌開発建設部及び事業者は、本事業を円滑に実施するために必要な事項に関する

協議を行うために、札幌開発建設部及び事業者により構成する関係者協議会等を必要

に応じて設置することができる。 

 

１６． 事業期間終了時の水準 

事業者は、事業期間中の維持管理業務を適切に行うことにより、本事業が終了する

時点においても、要求水準を満たす状態で維持管理対象施設を保持していなければな

らない。 

また、事業者は、札幌開発建設部に調査報告書を提出し、維持管理対象施設が要求

水準書で定める水準を満たしていることを確認するための協議を事業期間終了日の２

年前から開始するものとする。 

 

１７． 要求水準の変更 

札幌開発建設部及び事業者は、事業期間中に利用者のニーズや社会情勢の変化、法

令等の変更、追加、大規模災害等の不可抗力その他札幌開発建設部及び事業者の責め

に帰すことができない事由が発生し、業務内容等の変更が必要と判断した場合には、

双方協議の上、要求水準書を変更できるものとする。また、札幌開発建設部は、その

他事由により業務内容の変更が必要と判断した場合には、要求水準書の変更を求める

ことがある。 

 

１８． 暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置について 

本事業において、暴力団員等による不当介入を受けた場合は、断固としてこれ

を拒否すること。また、不当介入を受けた時点で速やかに警察に通報を行うと

ともに、捜査上必要な協力を行うこと。下請負人等が不当介入を受けたことを

認知した場合も同様とする。 

上記（１）により警察に通報又は捜査上必要な協力を行った場合には、速やか

にその内容を記載した書面により札幌開発建設部に報告すること。 

上記（１）及び（２）の行為を怠ったことが確認された場合は、指名停止等の
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措置を講じることがある。 

本事業において、暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが

生じる等の被害が生じた場合は、札幌開発建設部と協議しなければならない。 
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第２ 調査・設計業務 

１．総則 

一般事項 

事業者は、選定された自らの提案に基づき、本施設の調査・設計業務を実施する。ま

た事業者は、調査・設計業務期間中に生じる電線管理者や地域住民等関係機関と、必要

な調整を行うものとする。 

調査・設計業務の履行にあたっては、共通仕様書に基づき実施するものとし、共通仕

様書に対する特記仕様は、次項以降のとおりとする。 

なお、設計にあたっては的確な構造と経済性、周辺環境（工事中の路上規制が与え

る外部への影響等）、歩行者及び高齢者、障害者等へ配慮した設計や新技術・新工法等

の提案を積極的に行うこと。 

 

業務の条件 

事業者は、以下の条件に基づいて調査・設計業務を実施すること。 

１）事業者は、調査・設計業務を適正かつ円滑に実施するため、札幌開発建設部と協議

のうえ進めるものとし、その内容についてその都度事業者が書面（打合せ記録簿）

に記録し、相互に確認する。なお、協議の際に電子メール等を活用した場合も同様

の取扱とする。 

２）事業者は、札幌開発建設部に対し、調査・設計業務の進捗状況を定期的に報告する

ものとする。 

３）札幌開発建設部は、調査・設計業務の進捗状況及び内容について、随時確認するこ

とができる。 

４）事業者は、必要となる各種申請業務を行い、申請手続に関する関係機関との協議内

容を札幌開発建設部に報告するとともに、必要に応じて各種許可等の書類の写し

を札幌開発建設部に提出するものとする。 

５）調査・設計業務に必要な許認可申請に必要な検討、計算、図書の作成、協議等は事

業者において行うものとする。 

６）札幌開発建設部が地域住民等に向けて設計内容に関する説明を行う場合、事業者は

札幌開発建設部の要請に応じて説明用資料を作成するとともに、必要に応じて説

明に協力するものとする。 

 

建設コンサルタント業務等における配置技術者の確認 

事業者は、業務計画書（共通仕様書第1112条）の業務組織計画に配置技術者の立場・

役割を明確に記載するものとする。また調査・設計業務の管理技術者は、事業者が提出

した第一次審査資料に記述した配置予定の技術者でなければならない。 

なお、変更業務計画書において、業務組織計画を変更する際も同様とする。 
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打合せ等 

打合せ等は、共通仕様書第1111条第２項に定めるものに加え、打合せ等について以

下のとおりとする。 

１）事業者は、業務上不明な点、または疑義を生じた場合は、速やかに札幌開発建設部

と協議を行うものとし、その時期を失して手戻りとならないように留意すること。 

２）打合せ記録簿については、札幌開発建設部及び事業者間で相互に確認するものとす

る。なお、打合せ後当日または翌日（休日等を除く）以内までに確認用を送付する

よう努めること。（電子メールによる送付は可とする。）また、打合せ記録簿は一

覧表を作成し、要旨・指示協議等の内容がわかるようにすること。あわせて、打合

せ記録簿及び打合せ記録簿一覧表は成果報告書に一括して綴り込むものとする。 

３）業務着手時、業務の区切り及び業務完了時において行うものとする。なお、打合せ

等は、共通仕様書に定めるものに加え、札幌開発建設部と協議の上実施するものと

する。 

 

合同現地踏査 

札幌開発建設部及び事業者は、必要に応じ合同で現地踏査を実施するものとする。

実施時期については、札幌開発建設部と協議するものとする。合同現地踏査において

確認した事項については、打合せ記録簿に記録し、札幌開発建設部と事業者間で相互

に確認するものとする。 

 

立ち入り時の注意点 

土地への立ち入り等は、共通仕様書第1116条に定めるものに加え、立ち入り時の注

意点について以下のとおりとする。 

１）事業者は、あらかじめ身分証明書の交付願いを札幌開発建設部に提出し、交付を受

けなければならない。 

２）事業者は、現地調査にあたっては、土地、物件等に損害を与えないことと共に、民

地の立ち入りにおいては地元感情に留意すること。 

３）事業者は、業務の実施にあたっては、付近住民等の生活環境の保全に十分留意しな

ければならない。 

４）事業者は、土地等の所有者、そのほか関係人等からの請求があったときは、身分証

明書を提示するものとする。 

５）事業者は、交付された身分証明書を遺失しないよう厳重に管理するものとする。 

 

沿道対応 

調査・設計業務実施中、沿道の住民および道路利用者より苦情のあった場合には、事

業者において丁寧に対応するものとし、その結果を札幌開発建設部に報告するものと

する。 
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安全管理計画書 

事業者は、調査・設計業務を安全に実施するため、安全管理計画書（交通規制を含

む）を作成し、札幌開発建設部に提出するものとする。 

現地踏査の結果等により内容に変更が生じた場合は、速やかに変更安全管理計画書

を提出するものとする。 

 

貸与及び返却方法 

資料の貸与及び返却は、共通仕様書第1113条第１項に定めるものに加え、貸与及び

返却方法について以下のとおりとする。 

１）調査・設計業務を実施するにあたり必要な資料は貸与する。ただし、札幌開発建設

部の承諾なしに外部への公表または、複製を行ってはならない。 

２）事業者は、貸与時に借用書に必要事項を記入し札幌開発建設部に提出するものとす

る。また事業者は、返納時に返納書に必要事項を記入し、札幌開発建設部に提出す

るものとする。 

 

設計図書等の提出 

事業者は、工事着工予定日の１ヶ月前までに、共通仕様書に基づき以下の設計図書等

を作成し、別添（別紙資料１）「成果品一覧表」に記載するとともに、調査・設計業務

に携わった管理技術者の氏名と担当技術者の氏名を記載し、提出するものとする。 

なお、業務履行中、札幌開発建設部より中間成果を求められた場合、速やかに提出す

るものとする。 

表 2 設計図書等の内容 

設計図書等 内容 

埋設物調査結果 埋設物件平面図等 

設計図 電線共同溝詳細設計 

歩道詳細設計 

数量計算書 同上 

報告書 同上 

・設計概要書 

・設計検討経緯書 

・本体構造計算書 

・仮設計算書 

・施工計画書 等 

事業費 事業費内訳書 

その他調査成果報告書 関係機関協議結果等 
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調査・設計業務の設計図書等は電子納品とする。電子納品とは、調査・設計業務の

最終成果物を電子データで納品することをいう。 

提出する電子納品は以下のとおりとする。 

１）電子納品の運用にあたっては「北海道開発局における電子納品に関する手引き(案)

【業務編】」(令和６年５月)を参考にし、札幌開発建設部と協議のうえ、電子化の

範囲等を決定しなければならない。 

（北海道開発局 事業振興部 技術管理課サイト内DLページ 

https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/gijyutu/ud49g7000000il7t.html） 

ただし、図面のレイヤについては、「道路工事完成図等作成要領～北海道開発局

版～」（平成30年12月）のレイヤ分類一覧表に従うこと。 

２）成果品は、要領等に基づいて作成した電子データを電子媒体(ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ

－Ｒ)で正副２部提出する。 

（ＣＡＬＳ／ＥＣ電子納品に関する要領・基準Ｗｅｂサイト http://www.cals-

ed.go.jp/cri_point/） 

３）要領等で特に記載のない項目については、原則として電子データを提出する義務は

ないが、「要領等」の解釈に疑義がある場合は設計図書に関して札幌開発建設部と

協議のうえ、電子化の是非を決定する。 

（CALS/EC電子納品に関する要領・基準Ｗｅｂサイト Ｑ＆Ａページ 

http://www.cals-ed.go.jp/inq_qanda/） 

（電子納品ヘルプデスク http://www.cals-ed.go.jp/inq_helpdesk/） 

４）成果品の提出の際には、ウイルス対策を実施したうえで電子納品チェックシステム

等によるチェックを行い、エラーがないことを確認した確認結果を電子媒体納品

書に付して提出すること。 

５）電子納品成果のうち、道路平面図のデータ（図面縮尺1/500～1/1,000）については

下記のＷｅｂサイトおよび要領等を参考に作成・提出のこと。 

・｢道路工事完成図等作成支援サイト」ホームページ http://www.nilim-cdrw.jp/ 

・｢道路工事完成図等作成要領」(国土技術政策総合研究所資料、平成20年12月)要

領ダウンロードページ http://www.nilim-cdrw.jp/dl_std.html 

その他、補足として下記事項に留意すること。 

・作成に必要な資料等が日本測地系による場合は、世界測地系へ座標変換して利

用する。 

・平面図は、ＳＸＦでいうところの『部分図』を利用して作成する。 

※ 部分図については道路工事完成図等作成支援サイトにある下記ページを参照の

こと。 

（補足資料）部分図や座標系の設定方法について 

http://www.nilim-cdrw.jp/dl_sfig_doc_cad.html 

・別途に作工平面図や排水系統図を作成する場合は、可能な限り平面図をベース
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とする。 

※ 道路のカーブ部分を概略的に直線に置き換えて記述する方法はなるべくとらな

いこと。 

６）道路平面図データのレイヤ規定については以下の項を参考とし、分類または作成す

ること。なお、測量業務、または測量成果を利用する業務の場合は、出来形完成平

面図作成要領(案)＿別表２「その他のレイヤ＿分類一覧(案)」のうち、以下の４レ

イヤについて使用不可とする。 

・道路工事完成図等作成要領に記載されている 表８ レイヤ分類一覧表のうち

「本要領で規定した地物を格納するレイヤ」 

・出来形完成平面図作成要領(案)＿別表２「その他のレイヤ＿分類一覧(案)」 

 

表 3 道路平面図データのレイヤ規定（参考） 

第１階層 

ライフサイクル 

第２階層 

大別 

第３階層 

項目 

第４階層 

細別 
色 記述内容 

S=測量、調査 

D=設計 

C=施工 

M=維持、管理 

-BMK -TRCExnn  青 線形情報のないトレース

図による道路中心線上の

測点表記 

-TRCExnn 青 座標値のないトレース図

による基準点 

=ROW -TRCExnn 青 座標値のないトレース図

による管理境界線 

-OTRS -TRCExnn 青 座標値のないトレース図

による筆界線 

 

７）道路平面図データのＳＸＦバージョン(SXF Ver.2.0またはVer.3.0～3.1)のうち、

どちらの形式で作成するかについては札幌開発建設部と協議のうえ決定のこと。 

８）道路平面図データは完成後、上記５）の道路工事完成図等作成支援サイトにて無償

公開する「道路工事完成図等チェックプログラム」によるチェックを行い、エラー

がないことを確認したのち電子納品成果に含め提出すること。提出の際には、「道

路工事完成図等チェックプログラム」による確認結果を付すること。 

 

公開成果品の作成 

調査・設計業務は、公開成果品の作成対象業務とする。成果品の作成にあたり、個

人情報等の公開すべきでない情報がある場合は、札幌開発建設部との協議に基づきマ

スキング等の措置を行い、公開成果品（見え消し版、黒消し版）を別途とりまとめる

こと。 

 

地下埋設物の調査 

調査・設計業務の条件は、共通仕様書第1209条に定めるものに加え、地下埋設物の
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調査について以下のとおりとする。 

１）設計箇所における地下埋設物の有無については、貸与された資料等を確認のうえ、

「ライフライン事故防止の手引き（案）」（北海道開発局工事管理課）に基づき詳細

について調査するものとする。 

２）設計箇所に地下埋設物があると認められる場合は、埋設物の管理者に対して調査及

び確認を行い、設計に反映するものとする。 

３）上記により、貸与資料と相違が生じた場合は、共通仕様書第1209条第３項により、

札幌開発建設部と協議するものとする。 

 

占用物件の調査 

調査・設計業務の条件は、共通仕様書第1209条に定めるものに加え、調査・設計業

務区間内に支障となる地下埋設物及び上空占用物件（以下「占用物件」という。）が

存在するか確認を行うものとする。 

また、占用者の確認を行うこととする。 

 

環境配慮の条件 

１）「循環型社会形成推進基本法」（平成24年６月法律第47号）に基づき、エコマテリ

アル（自然素材、リサイクル資材等）の使用をはじめ、現場発生材の積極的な利活

用を検討し、札幌開発建設部と協議のうえ業務成果に反映させるものとする。 

２）「国等による環境物品等の調達の推進に関する法律（グリーン購入法）」（令和３

年法律第36号）に基づき、物品使用の検討にあたっては環境への負荷が少ない環境

物品等の採用を推進するものとする。なお、採用においては国土交通省における「環

境物品等の調達を図るための方針（令和４年度）」を参考にすること。

（https://www.mlit.go.jp/page/kanbo05_hy_000002.html） 

３）「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成12年５月31日法律第104

号。以下「建設リサイクル法」という。）基づき、再生資源の十分な利用及び廃棄

物の減量を図るなど適切な計画・設計を行うものとする。 

 

保険加入の義務 

事業者は、共通仕様書第1139条に示されている保険に加入している旨（以下の例を

参照）を業務計画書に明示すること。 

ただし、札幌開発建設部から請求があった場合は、保険加入を証明する書類を掲示

しなければならない。 

（例）北海道開発局 設計業務等共通仕様書 第1139条 保険加入の義務に基づき、

雇用者等を被保険者とする保険に加入しています。 
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無人航空機を使用する際の情報流出防止策 

１）調査・設計業務において、無人航空機を使用する場合には、以下に掲げるような情

報流出防止策を講じること。ただし、調査・設計業務が、「政府機関等における無

人航空機の調達等に関する方針について」（令和２年９月14日、関係省庁申合せ）

に示す重要業務に該当しないことが明らかであって、業務の性質に応じて当該策

を講じることが困難な場合、札幌開発建設部と協議の上、可能な限りの策を講じた

上で、当該策を講じないことができるものとする。 

① インターネットへの接続については、ソフトウェアアップデート等に必要な最

小限度とし、飛行中は接続しない。 

② インターネットに接続する場合も、データが流出しないよう、撮影動画等のク

ラウドへの保存機能を停止する、機体内部や外部電磁的記録媒体に保存されて

いる飛行記録データや撮影動画等を飛行終了後確実に消去する。 

２）前項の情報流出防止策によって業務の実施等に支障が生じる恐れがある場合は、

札幌開発建設部と協議すること。 

 

高病原性鳥インフルエンザに係る当面の対応について 

野鳥の死亡個体及び衰弱した生体を発見した際には、素手では触れない、周辺の糞

便を踏まないようにする等に注意し、速やかに札幌開発建設部へ報告を行うこと。ま

た事後速やかに、使用車両（タイヤ）や靴等の消毒、手洗い、うがいを行うこと。 

 

設計業務における「設計比較対象技術」の活用促進について 

詳細設計：工法等の選定 

工法等の選定にあたっては、共通仕様書第1209条12項に定める新技術情報提供シス

テム(ＮＥＴＩＳ)に登録されている「設計比較対象技術」を積極的に活用するものと

する。 

（ＮＥＴＩＳホームページ：

http://www.netis.mlit.go.jp/NetisRev/Search/EV_View_Search.asp?TabType=2） 

 

その他 

１）調査・設計業務の遂行にあたり疑義等が生じた場合は速やかに札幌開発建設部と

協議するものとする。 

２）関係機関との調整、協議においては、札幌開発建設部と十分な打ち合わせをしたう

えで実施するものとする。 
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２．調査・設計業務 

業務項目 

１）調査業務 

①レーダー探査 

２）設計業務 

①電線共同溝詳細設計 

②歩道詳細設計 

 

業務内容 

１）レーダー探査 

対象区間における既設埋設物の位置を把握するため、レーダー探査を実施する。 

①現地調査 

対象区間において、地下レーダー探査装置を用いて非破壊による既設埋設物の位

置を把握するため、現地調査を行う。 

②データ解析 

調査したデータを解析し、埋設物等の可能性がある信号が検出された箇所につい

て、事前調査の埋設物情報を考慮し、最終的な埋設物などの有無を判断する。 

２）電線共同溝詳細設計 

①設計計画 

本業務遂行にあたり必要となる諸条件を考慮し、計画を立案し、計画書を作成す

る。 

②現地踏査 

設計条件等の整理検討を行うにあたり、必要となる諸条件を把握及び整理するた

め、現地踏査を行う。 

③電線共同溝詳細設計 

白石本通第二電線共同溝整備区間において、レーダー探査、沿道地先との協議結

果及び関係機関協議結果を踏まえ、管路部・特殊部、地上機器部の詳細設計を行

う。 

・設計計画、現地踏査、平面・縦断線形設計、数量計算、管理部設計、 

特殊部設計、地上機器部設計、施工計画、関係機関との協議用資料作成、照査 

３）歩道詳細設計 

白石本通第二電線共同溝整備区間において、電線共同溝設計にあたり、歩道部の

バリアフリー化検討を行うため、歩道詳細検討を行う。 

・設計計画、平面・縦断・横断修正検討、設計図、数量計算、照査 

  ４）ＢＩＭ／ＣＩＭを活用した検討等 

設計段階において、関係機関協議や地域住民との協議及び工事実施段階における

作業工程確認のため、電線共同溝構造及び地下埋設物との位置関係、施工計画が時
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系列的に確認することを目的とした、ＢＩＭ／ＣＩＭモデルを作成する。 

①ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの実施計画書の作成  L=2.82km 

「ＢＩＭ／ＣＩＭ適用業務実施要領」に基づき実施計画書を作成する。 

②ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの作成 構造モデル（地下部分） L=2.82km 

「３次元モデル成果物作成要領（案）」に基づき地下部分の構造モデルを作成する。

ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの詳細度（想定）は200程度とする。 

   ③ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの作成 構造モデル（地上部分） L=2.82km 

「３次元モデル成果物作成要領（案）」に基づき地上部分の構造モデルを作成する。

ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの詳細度（想定）は200程度とする。 

④ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの作成 構造モデル（仮設） L=2.82km 

「３次元モデル成果物作成要領（案）」に基づき地下部分の構造モデルを作成する。

ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの詳細度（想定）は200程度とする。 

⑤ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの作成 構造モデル（施工計画） L=2.82km 

「３次元モデル成果物作成要領（案）」に基づき施工条件及び施工計画を踏まえた

構造モデルを作成する。ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの詳細度（想定）は200～300程度とす

る。 

⑥ＢＩＭ／ＣＩＭモデルを活用した検討の実施 対外説明  L=2.82km 

    ＢＩＭ／ＣＩＭモデルを活用し、関係機関協議、住民説明、広報等で利用するため

の有用な説明資料を作成する。 

⑦ＢＩＭ／ＣＩＭモデルを活用した検討の実施  L=2.82km 

    ＢＩＭ／ＣＩＭモデルを活用し、施工工程を効率的に説明するための４次元モデ

ルを作成、関連する施工業者や地下埋設物管理者との協議で利用するための有用な

説明資料を作成する。 

※数量総括表は積算体系ツリーに合わせ、民間の積算システム等を活用し数量調書

作成を行う 

    国土技術政策総合研究所体系ツリー  

    http://www.nilim.go.jp/lab/pbg/theme/theme2/sekisan/daikei2.htm 

既存ストックの活用について 

既存ストック活用方式は、主に電力・通信の管路、マンホール、ハンドホール等の既

存設備を電線共同溝として活用するもので、譲渡費用、改造工事、支障移設工事等を含

めたトータルコストの比較を行い、既存ストック活用の可否を検討するものとする。 

事業対象区域において既存ストックを活用する場合は、その内容を札幌開発建設部

に報告すること。  
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ＢＩＭ／ＣＩＭ活用業務について 

本業務は、国土交通省が提唱するｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎの取組において、Ｂ

ＩＭ／ＣＩＭ（Building/ Construction Information Modeling, Management）を導入

することによりＩＣＴの全面的活用を推進し、ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの活用による建

設生産・管理システム全体の課題解決および業務効率化を図ることを目的とする業務

である。 

 

１）３次元測量成果について 

①当該業務において地形データを作成する際、「当該業務内にて測量を実施し、その結

果を使用」、「既存の２次元測量成果を使用」のいずれかを札幌開発建設部及び事業

者協議により決定する。当該業務内で測量を実施する場合、「３次元ベクトルデータ

作成業務実施要領」又は「３次元設計周辺地形データ作成業務実施要領」を元に協議

することとし、設計変更の対象とする。 

②調査・設計業務で作成したＢＩＭ／ＣＩＭモデルは、工事業務において補正し維持管

理業務を経た後、札幌開発建設部に納品するため、適切に引継ぎを行うこと。 

③事業者は、「ＬａｎｄＸＭＬ1.2に準じた３次元設計データ交換標準（案）」に基づ

いて３次元設計データを作成し、電子データで提出するものとする。「データ作成・

納品に係る措置については「ＬａｎｄＸＭＬ1.2に準じた３次元設計データ交換標準

の運用ガイドライン（案）」によるものとする。また、あわせてオリジナルデータも

納品する。 

 

２）ＢＩＭ／ＣＩＭ活用業務 

業務の実施にあたっては以下３）～７）に従い実施することとする。 

 

３）定義 

①ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎとは、ＩＣＴの全面的な活用、全体最適の導入、施工

時期の平準化等の施策を建設現場に導入することによって、建設生産・管理システム

全体の最適化を図る取組である。その実現に向けてＢＩＭ／ＣＩＭを活用した業務

（ＢＩＭ／ＣＩＭ活用業務）を実施することとする。 

②ＢＩＭ／ＣＩＭ活用業務とは、建設生産・管理システムの以下の各段階において、Ｂ

ＩＭ／ＣＩＭモデルを活用する業務であり、本業務ではレーザー探査及び対象工種

（構造物）は道路（地下構造物設計）とする。 

a) ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの作成・更新 

b) ＢＩＭ／ＣＩＭモデルを活用した検討の実施 

c) ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの照査 

d) ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの納品 
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４）ＢＩＭ／ＣＩＭを活用した検討等 

ＢＩＭ／ＣＩＭを活用した検討等を下記①に基づき実施する。また、当該ＢＩＭ／Ｃ

ＩＭ活用に係る実施計画書を下記②に基づき作成する。ＢＩＭ／ＣＩＭの実施に係る

内容について変更があった場合にはＢＩＭ／ＣＩＭ実施（変更）計画書を提出する。実

施結果については、ＢＩＭ／ＣＩＭ実施報告書として下記③に基づき作成し、ＢＩＭ／

ＣＩＭモデルとともに納品する。 

① ＢＩＭ／ＣＩＭを活用した検討等の具体的な内容 

a) ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの作成・更新 

ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの作成・更新について、「３次元モデル成果物作成要領

（案）」に基づき実施する。また、次項b)の項目について、当該項目の目的を達

成するために必要なＢＩＭ／ＣＩＭモデルの作成・更新を行う。 

b) ＢＩＭ／ＣＩＭモデルを活用した検討の実施 

ＢＩＭ／ＣＩＭモデルを活用して以下の項目を検討する。なお、これらの検討

を実施する際、情報共有システムの活用、「ＢＩＭ／ＣＩＭ活用における「段階

モデル確認書」作成手引き【試行版】（案）」による段階モデル確認等により、

手戻りなく検討を進められるよう努める。 

（ア) 対外説明（関係者協議、住民説明、広報等）及び維持管理 

イ）実施目的 

住民説明において、ＢＩＭ／ＣＩＭモデルにより分かりやすく事業計画を

説明することにより、円滑かつ確実に合意形成を図ることを目的とする。 

また、工事業務において補正されたＢＩＭ／ＣＩＭモデルにより、維持管理

業務および事業完了後の札幌開発建設部による維持管理を適切に行うことを

目的とする。 

ロ）実施内容 

本事業の住民説明においては、事業計画のフェーズに沿った現道切り回し

の状況を説明し、工事開始後の生活上の支障等を確実に伝達する必要がある

ことから、各フェーズにおける状況をＢＩＭ／ＣＩＭモデルにより表現する。

なお、通行形態等を適切に説明できるよう、必要に応じてシミュレーション動

画を作成する。 

ハ）作成するＢＩＭ／ＣＩＭモデル 

・構造物モデル 

ニ）ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの詳細度（想定） 

・300程度 

ホ）ＢＩＭ／ＣＩＭモデルに付与する属性情報（想定） 

・特になし 

ヘ）主に参照する基準・要領等 

・ＢＩＭ／ＣＩＭ活用ガイドライン（案） 
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・設計－施工間の情報連携を目的とした４次元モデル活用の手引き 

ト）【参考】適用が見込まれる場合 

土木事業の専門知識のない者に対して工事目的物のイメージを適切に伝え、

理解を促進することで確実な合意形成を図る必要性の高い場合において適用

が見込まれる。 

（イ) ４次元モデル（３次元モデルに時間情報を付与したモデル）による施工計画

等の確認 

イ）実施目的 

設計段階で作成する施工計画を４次元モデルにより表現することで、合理

的な工程設定及び適切な施工条件の確認とともに、施工段階における、設計意

図に則した施工計画の立案、円滑な関係者間協議等につなげることを目的と

する。 

ロ）実施内容 

設計時に想定した標準的な施工方法、施工手順、施工時の留意点等の施工計

画について、４次元モデルにより表現する。当該４次元モデルについては、施

工における制約条件（施工期間の制約、資材置き場や工事用道路などの地理的

制約等）と施工上の留意点（地質条件や濁水・粉塵・騒音等の環境条件、設計

上必要な高密度配筋等の詳細構造）を含める。 

また、４次元モデルの施工ステップを工期設定に用いた工程表の粒度に揃

えて分割する。工程表の粒度については、工期設定支援システムに基づく工期

と比較しやすくなるよう、新土木工事積算体系における工事工種体系ツリー

のレベル３種別・レベル４細別に可能な限り合わせる。 

ハ）作成するＢＩＭ／ＣＩＭモデル 

・構造物モデル 

ニ）ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの詳細度（想定） 

・300程度 

ホ）ＢＩＭ／ＣＩＭモデルに付与する属性情報（想定） 

該当する箇所に施工における制約条件（施工期間の制約、資材置き場や工事

用道路などの地理的制約等）と施工上の留意点（地質条件や濁水・粉塵・騒音

等の環境条件、設計上必要な高密度配筋等の詳細構造）を付与し、工程表の粒

度に合わせて新土木工事積算体系における工事工種体系ツリーのレベル３種

別・レベル４細別の情報を付与する。 

ヘ）主に参照する基準・要領等 

・設計－施工間の情報連携を目的とした４次元モデル活用の手引き 

ト）【参考】適用が見込まれる場合 

工事が複数工区に分割される、工事中に多くの現道切り回しを順次実施す

る必要がある等の施工条件が複雑な場合において適用が見込まれる。 
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c) ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの照査 

作成したＢＩＭ／ＣＩＭモデルの照査を実施する。具体的には、事前協議にお

いて決定したＢＩＭ／ＣＩＭモデルの目的、作成・更新の範囲、詳細度、ファイ

ル形式で作成されているか、ねじれや離れ等の不整合がないか等について確認す

ることとし、「ＢＩＭ／ＣＩＭモデル等電子納品要領（案）及び同解説」に基づく

「ＢＩＭ／ＣＩＭモデル照査時チェックシート」により確認する。 

〈https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000037.html〉 

d) ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの納品 

上記ａ)～ｃ)の成果について、「ＢＩＭ／ＣＩＭモデル等電子納品要領（案）及

び同解説」に基づき、以下のデータを標準としてＤＶＤ－Ｒ（一度しか書き込み

できないもの。容量に応じて適切な電子媒体を選択する。）に記録し、電子成果品

として２部納品する。 

〈https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000037.html〉 

・ＢＩＭ／ＣＩＭモデルデータ 

・ＢＩＭ／ＣＩＭ実施計画書、ＢＩＭ／ＣＩＭ実施（変更）計画書 

・ＢＩＭ／ＣＩＭ実施報告書 

・ＢＩＭ／ＣＩＭモデル作成 事前協議・引継書シート 

・ＢＩＭ／ＣＩＭモデル照査時チェックシート 

② ＢＩＭ／ＣＩＭ実施計画書 

上記①に基づくＢＩＭ／ＣＩＭ活用について、以下のａ）～ｈ）の内容を記入する。

詳細は「ＢＩＭ／ＣＩＭ実施計画書、ＢＩＭ／ＣＩＭ実施報告書」を参照する。また、

併せて「ＢＩＭ／ＣＩＭモデル作成 事前協議・引継書シート」に事前協議時の必要

事項を記入する。（https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000037.html） 

a) 検討体制 

b) 工程表（ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの段階確認を行う時期を含む。） 

c) ＢＩＭ／ＣＩＭを活用した検討等の実施項目 

d) ＢＩＭ／ＣＩＭモデル作成・更新の対象範囲及びデータファイル（地形モデル、

土工形状モデル、構造物モデル、統合モデル等） 

e) ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの種類（サーフェス、ソリッド等） 

f) ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの詳細度 

g) 付与する属性情報及び参照資料（属性情報及び参照資料の内容、付与方法、付

与情報の更新方法等） 

h) ＢＩＭ／ＣＩＭモデル作成・更新に用いるソフトウェア、オリジナルデータの

種類 

③ ＢＩＭ／ＣＩＭ実施報告書 

上記①に基づくＢＩＭ／ＣＩＭ活用について、成果物一覧、納品ファイル形式等を

記入する。また、併せて「ＢＩＭ／ＣＩＭモデル作成 事前協議・引継書シート」に
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納品時の必要事項を記入する。（https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000037.html） 

さらに、上記②に基づく検討について、以下のａ）～ｅ）の内容を記入する。詳細

は「ＢＩＭ／ＣＩＭ実施計画書、ＢＩＭ／ＣＩＭ実施報告書」を参照する。 

a) ＢＩＭ／ＣＩＭモデルを活用した検討の実施概要（必要に応じて図を添付） 

b) 創意工夫内容 

c) ＢＩＭ／ＣＩＭモデル作成に要した費用（人工） 

d) 基準要領に関する改善提案（ある場合） 

e) ソフトウェアへの技術開発提案事項（ある場合） 

 

５）使用する機器類について 

上記４）①～③を実施するために使用する機器類は、事業者が調達すること。 

ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの表示、編集に使用するアプリケーション・ソフト、ファイル

形式については、ＢＩＭ／ＣＩＭガイドラインや「ＢＩＭ／ＣＩＭモデル等電子納品要

領（案）及び同解説』に掲載されているソフトウェアを参考に、事前に札幌開発建設部

と協議してＢＩＭ／ＣＩＭ実施計画書に記載することとする。 

（掲載URL http://www.ocf.or.jp/CIM/CIMSoftList.shtml） 

札幌開発建設部は、ＢＩＭ／ＣＩＭ活用業務を実施する上で有効と考えられる関連

業務の完成図書等は、積極的に事業者に貸与することとする。 

 

６）疑義を生じた場合または記載のない事項については、札幌開発建設部と協議するこ

ととする。 

 

７）ＢＩＭ／ＣＩＭ活用業務の費用について 

①ＢＩＭ／ＣＩＭ活用業務で実施する項目については、上記４）、５）におけるＢＩＭ

／ＣＩＭモデルの作成・更新・活用に示す項目を想定しており、当初、予定していた

実施項目から変更が生じた場合は、設計変更の対象とする。 

②ＢＩＭ／ＣＩＭ活用業務の設計変更に係る費用については、「ＢＩＭ／ＣＩＭ実施計

画書」に基づいた見積書の提出を求め、妥当性を確認したうえで計上する。 

なお、見積書提出後、事業契約書の「事業費の確定」の規定に基づき、「ＢＩＭ／

ＣＩＭ実施計画書」の変更が必要となった場合の費用負担等は、札幌開発建設部と事

業者が協議して定めるものとする。 

  

https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000037.html
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３．調整マネジメント業務（設計段階） 

一般事項 

事業者は、調査・設計業務と並行して、以下に記載する各種業務について札幌開発建

設部と協議・連携の上、自ら主体的に業務をマネジメントし実施する。 

 

業務計画 

事業者は、調整マネジメント業務（設計段階）実施にあたり、次の（３）から（13）

に記載する各種業務について業務計画書を作成し、業務着手予定の前営業日までに、札

幌開発建設部へ提出する。 

 

事業者打合せ（関係者調整会議） 

事業者は、詳細設計に入る前に、電線管理者（参画事業者）を含めた道路占用事業者

を召集し、本事業の理解を求め、速やかな業務の進行を図る。 

 

地元連絡会の開催 

事業者は、電線共同溝の設計に際して、必要に応じて地元連絡会等を開催して、機器

設置場所等の諸条件を整理して設計に反映するものとする。 

対象者は、道路管理者、電線管理者に加え、地方公共団体等の３者とする。 

 

事業説明、地元・関係者機関調整等 

事業者は、地域住民及び地権者に対して事業（設計）説明会を実施し、内容に対して

同意を得るよう努めなければならない。説明対象者と周知方法については札幌開発建

設部及び札幌市と協議の上で決定し、十分な周知期間を確保するものとする。 

なお、説明会の周知方法については、札幌開発建設部が札幌市の協力を得た上で、事

業者が周知活動を行うものとする。 

 

参画事業者との調整・協議：11機関（対象事業者数） 

事業者は、参画事業者の要望等を踏まえ、下記事項の協議資料を作成するとともに調

整・協議を行う。ただし、事前と事後には札幌開発建設部に報告・確認を行うこと。 

１）配線計画に係る調整・協議 

既存の成果品等を踏まえ、参画事業者へ配線計画の見直しを行い、設計計画を立

案するうえで必要な調整・協議を実施すること。 

２）引込管路に係る調整・協議 

沿道家屋への引込管路の設置計画を立案するため、参画事業者との調整・協議を

実施すること。 

事業者は、引込管、連系管及び連系設備の設計を行うとともに、引込設備の設計

を依頼するものとする。また、電線共同溝と引込管及び連系管等の同時施工につい
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て、調整を行うこと。 

なお、引込管、連系管及び連系設備に係る費用については、札幌開発建設部と協

議して決定する。 

３）委託工事実施に係る協議及び調整 

譲渡管路調整結果を踏まえ、委託工事に係る調整及び協議を実施する。また、協

議に必要な資料も作成する。 

＜対象事業者＞ 

① 北海道電力株式会社 

② 北海道総合通信網株式会社 

③ 東日本電信電話株式会社 

④ 株式会社NTTドコモ 

⑤ KDDI株式会社 

⑥ 株式会社ジェイコム札幌 

⑦ ソフトバンク株式会社 

⑧ 札幌市 

⑨ 岩見沢市 

⑩ 北海道公安委員会 

⑪ 北海道開発局 

 

地下占用者との調整協議：５機関（対象事業者数） 

事業者は、調査業務結果を踏まえ、地下占用者と支障移設に係る調整・協議を実施す

ること。ただし、事前と事後には札幌開発建設部に報告・確認を行うこと。 

＜対象事業者＞ 

① 札幌市水道局 

② 札幌市下水道河川局 

③ 北海道ガス株式会社 

④ 東日本電信電話株式会社 

⑤ エヌ・ティ・ティ・インフラネット株式会社 

 

交通管理者との調整・協議：１回（対象：北海道警察） 

事業者は、調査業務結果を踏まえ、信号機及び規制標識等の移設等に関わる交通管理

者との調整・協議を実施する。ただし、事前と事後には札幌開発建設部に報告・確認を

行うこと。 

 

地上機器の設置位置協議 

事業者は、地上機器設置に先立ち、沿線の土地や家屋の権利者と設置位置について協

議を行う。ただし、事前事後には札幌開発建設部に報告及び確認を行うこと。また、協
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議に必要な資料も作成する。 

 

道路標識等の設計 

事業者は交通管理者及び道路管理者と協議を行い、その結果を踏まえ、必要な場合は

事業者が道路標識等の詳細設計を行うものとする。道路標識等の詳細設計を実施する

場合は、札幌開発建設部と協議の上、設計変更の対象とする。 

 

家屋調査、振動調査・騒音調査 

事業者は、事業損失防止のため、工事の実施前に近隣の家屋の調査を実施し、調査結

果を工事段階へ確実に引き継がなければならない。家屋調査及び振動・騒音調査の費用

については、札幌開発建設部と協議の上、設計変更の対象とする。 

 

関係機関協議結果等のとりまとめ 

事業者は、調整マネジメント業務において実施した関係機関協議等の経緯及び結果

を整理し、札幌開発建設部に提出するものとする。 

 

事務手続き資料の作成・整理 

１）法定手続きの資料作成 

事業者は、詳細設計の結果を踏まえ、下記の資料を作成する。作成にあたっては

参画事業者へ確認・調整を行う。 

① 占用数量調書 

② 連系設備引渡書 

③ 建設負担金調書 

④ 整備計画書 
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第３ 工事業務 

１．総則 

一般事項 

事業者は、調査・設計業務の設計図書等に基づき、本施設の工事業務を行う。 

また事業者は、本施設の完成後、本施設の所有権移転を行うとともに、工事業務期間

中に生じる電線管理者や地域住民等関係機関と必要な調整を行うものとする。 

工事業務の履行にあたっては、要求水準書に記載されていない事項については、下記

に示した仕様書によるものとする。 

表 4 工事業務の履行に係る仕様書（要求水準書に記載されていない事項） 

北海道開発局 道路・河川工事仕様書 

北海道開発局 電気通信工事仕様書 

北海道開発局 測量調査仕様書 

 

業務の条件 

事業者は、以下の条件に基づいて工事業務を実施すること。 

１）事業者は、本施設の工事を自己の責任において実施するものとする。 

２）工事の実施にあたり必要となる工事説明会等の地域住民への対応・調整については、

札幌開発建設部と札幌市と協議のうえ行うものとする。 

３）工事業務期間中の工事用電力、水等については事業者の負担とする。 

４）事業者は、工事着手の30日前までに工事目的物を完成するために必要な手順や工法

等についての施工計画書を作成し、札幌開発建設部と協議のうえ、着工予定日の前

営業日までに札幌開発建設部に提出するものとする。 

５）事業者は、施工計画書を遵守し工事の施工にあたるものとする。 

６）事業者は、工事業務期間中、現場事務所に工事記録を常備するものとする。 

７）事業者は、札幌開発建設部に対し、工事業務の進捗状況を定期的に報告するものと

する。提出期間は工事着手月から施設引渡し月までとし、提出は毎月末の営業日ま

でとする。 

８）札幌開発建設部は、工事業務の進捗状況及び内容について、随時事業者に確認でき

るものとする。 

９）工事業務に必要な許認可申請に必要な検討、計算、図書の作成、協議等は事業者に

おいて行うものとする。 

10）本工事と別途工事の工程が重複することがあるため、各関係機関（関係する電線管

理者を含む）と協議・調整の上、工事を実施すること。 

 

受注者賠償責任保険 

本工事業務について「受注者賠償責任保険」に加入しなければならない。 
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工事期間 

１）工期には、施工に必要な実日数（実働日数）以外に以下の事項を見込んでいる。 

表 5 工期に関する事項 

準備期間 90日間 

後片付け期間 20日間 

雨休率 

※休日（土日、祝日、年末年始休暇及び夏期休暇）と天候等による作業不能日を

見込むための係数 

雨休率＝（休日＋天候等による作業不能日）／実働日数 

0.68 

 

２）交通渋滞が予想される時期（ゴールデンウィーク、夏季休暇、年末年始等）におい

て、車線規制を伴う路上工事については実施しないこと（路上工事抑制日）。しか

し、やむを得ず実施する場合は、札幌開発建設部と十分協議し施工計画書に明記す

ること。 

※路上工事抑制日は、北海道開発局ホームページより確認すること。 

 http://www.hkd.mlit.go.jp/ky/kn/dou_ken/ud49g7000000nmje.html 

３）事業者は、工事着手前（準備期間内）に設計図書等を踏まえた工事工程表（クリテ

ィカルパスを含む）を作成し、札幌開発建設部と共有することとし、工程に影響す

る事項がある場合は、その事項の処理対応者（「札幌開発建設部」又は「事業者」）

を明確にすること。 

なお、事業者が作成した計画及び変更工程については、成果物として電子デー

タで納品を受けるものとするため、ファイル形式について札幌開発建設部と事前

協議すること。 

 

施工時期、時間・施工方法等の制限事項 

本工事の施工時期、時間・施工方法等の制限事項を以下に示す。なお、記載事項によ

りがたい場合は、札幌開発建設部と協議するものとする。 

１）他の工事開始又は完了の時期により、当該工事の施工時期、全体工期などへの影響

を確認すること。 

２）近隣施設でイベント等があり交通渋滞が予想される場合は工事による車道規制は

行わないこと。なお、現地状況や関係機関との協議により、これによりがたい場合

は別途、札幌開発建設部と協議すること。 

３）自然的・社会的要因を回避するため、当該工事の施工内容、時期、時間及び工法等

①余裕期間 ②準備期間 ③施工に必要な実日数+④不稼働日 ⑤後片付け期間

▼契約締結
契約上の

▼工事の始期 ▼本体工事・仮説工事に着手

工期（実工期）

全体工期
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を以下のとおり制限する。 

表 6 施工時期、時間・施工方法等の制限事項 

自然的･ 

社会的要因 
施工内容 

施工

箇所 

施工

時期 

施工

時間 

施工

方法 

具体的 

制約内容 
その他 

交通渋滞 車線を規

制して施

工する作

業 

全般 全般 21:00

～

6:00 

車線

規制 

交通渋滞

回避のた

め夜間作

業 

施工時間は現地

状況により変更

する場合がある

ので札幌開発建

設部と協議する

こと。 

 

公害防止に関する事項 

公害防止に関する事項を以下に示す。なお、記載事項によりがたい場合は、札幌開

発建設部と協議するものとする。 

１）公害防止（騒音、振動、粉塵、排出ガス）のため、施工方法、機械設備、作業時間

等に指定がある。 

表 7 公害防止に関する事項（施工方法等の指定） 

対象工種 
範囲または

測定場所 
時期 内容 その他 

舗装版撤去工 全般 全般 沿道状況により作業

時間帯の舗装版破砕・

舗装切断作業の抑制 

作業時間帯は、地先状

況を考慮の上決定す

る。 

舗装工、埋戻

し工、埋戻し・

締固め 

振動が発生する転圧

機械作業の抑制 

別途発注業務におい

て、試掘調査時に振動

調査を実施し、施工計

画を再検討する場合が

ある。 

 

２）事業損失等、第三者に被害を及ぼすことが懸念される。 

表 8 公害防止に関する事項（懸念事項等） 

懸念

事項 

事前・

事後等 
調査時期 

調査範囲・

対象件数 
調査方法 

報告書

の有無 

その

他 

工事

振動 

施工中、

施工後 

適宜 全般 施工中は適宜、適切な

地点で振動調査（暗振

動を含む）を実施する。 

施工後は、必要に応じ

て家屋調査を実施する

場合がある。 

  

工事

騒音 

施工中 適宜 全般 施工中は適宜、適切な

地点で騒音調査（暗騒

音を含む）を実施する。 
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安全対策に関する事項 

安全対策に関する事項を以下に示す。なお、記載事項によりがたい場合は、札幌開

発建設部と協議するものとする。 

１）交通安全施設等について内容と期間などを指定する。 

表 9 交通安全対策に関する事項 

交通安全 

対策 
工種 

対策

箇所 
対策期間 内容 その他 

車線規制 全般 全般 車道を規制

する作業時 

作業時は片側１車

線、作業終了後は

片側２車線を確保

すること。 

警察協議結果により

変更する場合がある

ため、札幌開発建設

部と協議すること。 

 

２）鉄道、ガス、電気、電話、水道等の施設と近接する工事のため、各種制限がある。 

表 10 安全対策に関する各種制限 

近隣施設 工種 
近接

箇所 
管理者 協議状況 内容 その他 

上下水道 仮設工、

開削土

工、電線

共同溝工 

－ 

札幌市 協議未了 電線共同溝着手ま

で完了予定、立会

を行い施工方法に

ついて打合せを行

う場合がある。 

－ 

消火栓 仮設工、

開削土

工、電線

共同溝工 

－ 

札幌市消

防本部 

協議未了 電線共同溝着手ま

で完了予定、立会

を行い施工方法に

ついて打合せを行

う場合がある。 

－ 

信号機 仮設工、

開削土

工、電線

共同溝工 

－ 

北海道公

安委員会 

協議未了 電線共同溝着手ま

で完了予定、立会

を行い施工方法に

ついて打合せを行

う場合がある。 

－ 

ガス管 仮設工、

開削土

工、電線

共同溝工 

－ 

北海道ガ

ス（株） 

協議未了 電線共同溝着手ま

で完了予定、立会

を行い施工方法に

ついて打合せを行

う場合がある。 

－ 

電柱 仮設工、

開削土

工、電線

共同溝工 

－ 

北海道電

力（株） 

協議未了 電線共同溝着手ま

で完了予定、立会

を行い施工方法に

ついて打合せを行

う場合がある。 

－ 
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近隣施設 工種 
近接

箇所 
管理者 協議状況 内容 その他 

通信線 仮設工、

開削土

工、電線

共同溝工 

－ 

北海道総

合通信網

（株） 

東日本電

信電話

（株） 

エヌ・テ

ィ・テ

ィ・イン

フラネッ

ト（株） 

協議未了 電線共同溝着手ま

で完了予定、立会

を行い施工方法に

ついて打合せを行

う場合がある。 

－ 

 

３）地下埋設物および架空線等の公衆物損事故防止のため、調査または施工にあた

っては「ライフライン事故防止の手引き（案）」（北海道開発局工事管理課）に基づ

く事前調査、確認、対策を実施すること。 

 

除雪について 

作業箇所全般において、除雪が必要になる場合があるが、実施方法等は札幌開発建

設部と協議するものとする。 

 

交通誘導警備員の配置 

工事期間中は、準備作業（調査・測量作業等）を含めて有能な交通誘導警備員を配

置し、現場内における安全確保に努めなければならない。なお、必要となる交通誘導

警備員の人数については、作業形態に応じた配置計画等とともに、あらかじめ札幌開

発建設部と協議すること。 

 

追加特記事項 

１）必要な試掘調査の箇所及び範囲は、各関係機関との協議と現地状況を踏まえて実施

することとし、設計変更する場合があるので、札幌開発建設部と協議すること。 

２）電線共同溝工の管路部に使用する管路材は、別添（別紙資料４）「電線共同溝 電

力用管路材」に示す電力用管路材規格並びに別添（別紙資料５）「電線共同溝 一

管一条通信用管路材」及び別添（別紙資料６）「電線共同溝 共用ＦＡ通信用管路

材」に示す通信用管路材規格を満足し、且つ継手部を含め電線の布設・防護等に必

要な諸性能を有するほか、接合する際に十分な機密性を確保すること。また、支持

具は埋戻し時に管路相互に空隙が生じない構造を有し、電力線が発生する熱を十

分に放熱できる材質とすること。 

３）電線共同溝工の管路部における埋設表示シートは、600mm幅・400mm幅・300mm幅と
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もに２倍折り込みとし、水抜き穴のある物とすること。特に連系設備に設ける埋設

シートは、各電線管理者専用のものを選定し設置すること。 

４）街区基準点等の占用物件が支障となる場合、札幌開発建設部に報告し、対応方法を

協議すること。 

５）照明配管は、関係機関との協議により、変更となる場合があるため、札幌開発建設

部と協議すること。 

６）施工に伴い敷地境界標を撤去及び復旧する場合は、札幌開発建設部に報告した後、

地権者と確認を行い、文書で記録すること。 

７）道路照明柱を撤去してから新設するまでの期間に仮設照明を設置する場合は、設計

変更で計上する場合があるため、札幌開発建設部と協議すること。 

８）本工事において、施工機械の振動レベルを調査するための試験施工を行う場合があ

る。また、試験施工結果を施工計画に反映する場合があるため、札幌開発建設部と

協議すること。 

９）街路樹（支柱含む）の撤去・設置、移植は設計変更で計上する場合があるので、事

業契約締結後速やかに札幌開発建設部と協議すること。 

10）仮舗装後は、「仮舗装」であることがわかるように、マーキングすること。 

11）管路工の施工について日進量の調査を行い、工事終了後および札幌開発建設部に求

められた場合には、報告すること。 

12）特殊部施工後の地上機器設置開口部は必ず閉鎖し、転落防止処置を講ずること。ま

た、冬期間は除雪作業時の支障とならないように、除雪工事の事業者と打合せの上、

対応方法を協議すること。 

13）歩道及び車道横断部等の仮舗装は施工後、道路管理上の支障がある場合、補修する

こと。 

14）円滑な工事推進のため、騒音・振動等の苦情回避対策を講じること。また、民地側

工作物の破損回避対策を講じること。 

15）立上管を設置する電柱に看板が付属し、支障となる場合がある。事前に電柱所有者

と協議すること。 

16）照明柱は当初新材で計上しているが、現地既設照明柱の地中化対応が可能であれば

既設柱の使用も検討し、札幌開発建設部と協議すること。 

17）ロードヒーティングの有無を地先へ確認すること。また、本工事の施工に伴い機能

を停止したとき、除雪が必要となる場合があるため、対応方法について、札幌開発

建設部と協議すること。 

18）電線共同溝の管路材支持具は、埋戻し時に管路相互に空隙が生じない構造を有し、

電力線から発生する熱を十分に放熱できる材質とすること。 

19）通勤・通学等の交通多量時の規制は避けるとともに、管路埋設等日々の作業終了時

には全車線開放することを原則とする。なお、現地状況や関係機関との協議により、

これによりがたい場合は別途、札幌開発建設部と協議を行うこと。 
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20）作業上必要となる歩車道規制時は、安全且つ円滑な車両･歩行者通路を確保するこ

と。また、歩道部施工にあたっては、歩行者の安全快適な通行路の確保に努めた作

業計画を検討すること。 

21）本工事は、縁石等（歩車道境界縁石）を再利用としているが、現地状況により、新

材に変更する場合があるため、札幌開発建設部と協議を行うこと。 

22）車両乗り入れ部について、利用状況等を確認し、札幌開発建設部と協議を行うこと。 

23）施工にあたっては、占用物件工事及び委託工事との工程調整を行い、円滑な工事進

捗に努める必要があるため、工程管理については、札幌開発建設部と十分協議を行

うこと。 

24）本工事は、現地地下埋設物の状況により、設計書及び設計図に記載されている工事

目的物が変更となる場合があるため、札幌開発建設部と協議すること。 

25）本工事における交通誘導警備員は、概数により計上しているが、現地条件、実施工

程等を踏まえ、人員の配置を施工計画書により札幌開発建設部へ提出すること。ま

た、必要と認められる部分については、設計変更する場合がある。 

26）舗装仮復旧について、車道部の仮復旧の方法は、現地状況により変更する場合があ

る。歩道部の仮復旧は当初未計上であり、現地状況を踏まえた安全な仮復旧方法と

する。詳細については札幌開発建設部と協議を行うこと。 

27）電線共同溝の管路施工に伴い、地先の出入り口の施工方法・作業時間帯については、

施工前に札幌開発建設部と十分協議を行うこと。 

28）現場発生品が出た場合は、札幌開発建設部指定の資材置き場に適切に運搬すること。

費用は設計変更にて計上するため、札幌開発建設部と協議すること。 

29）夜間作業の作業時間については、21時～６時のうち休憩時間を除く８時間を想定し

ているが、交通規制に伴う交通状況等によっては作業時間を変更する場合がある。 

30）残土置き場は事業者が準備するものとする。なお、施工前に札幌開発建設部と十分

協議を行い、設計変更の対象とする。 

31）施工延長（RH含む）について、電線管理者との協議により施工区間を変更する場合

があるので札幌開発建設部と協議すること。 

32）As舗装材については、変更する場合があるので札幌開発建設部と協議すること。 

33）即日復旧する箇所で生じる、施工が重複する床堀・埋戻し作業について、設計変更

で計上する場合があるので、札幌開発建設部と協議すること。即日復旧箇所におい

て、埋戻しを行わずに覆工板による交通解放が可能で、工程・安全上有利と認めら

れる場合は、設計変更を行うことがあるので、札幌開発建設部と協議すること。 

34）機械は全て標準型を想定しているが、周辺環境を考慮し低騒音機等を使用する場合、

設計変更で計上する場合があるので、札幌開発建設部と協議すること。また、施工

工程上、機械の現場待機が発生した場合、妥当と認められる場合は実績日数に基づ

き設計変更を行う場合があるので札幌開発建設部と協議すること。 

35）コンクリート単価については夜間割増を行っていないが、設計変更で計上する場合
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があるので、札幌開発建設部と協議すること。 

36）その他、疑義が生じた場合は札幌開発建設部と協議すること。 

完成検査及び完成（引渡）検査 

完成検査及び完成（引渡）検査は、以下に基づき実施すること。 

１）完成検査 

①事業者は、自己の責任及び費用において、完成検査を実施するものとする。 

②事業者は、自ら行う完成検査の７日前までに、当該完成検査を行う旨を札幌開発建

設部に書面で通知するものとする。 

③事業者は、前項の完成検査終了後速やかに報告し、札幌開発建設部に完成確認依頼

書を提出するものとする。 

２）完成（引渡）検査 

①札幌開発建設部は、完成確認依頼書を受領した後、事業者に対して検査日を通知し、

完成（引渡）検査を実施するものとする。 

②完成（引渡）検査は、札幌開発建設部及び事業者の臨場の上実施する。 

③完成（引渡）検査は、工事目的物を対象として札幌開発建設部が確認した設計図書

及び事業者の用意した工事完成図書等と対比して、以下に掲げる検査を実施する。 

・工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえ 

・工事管理状況に関する書類、記録及び写真等 

④札幌開発建設部は、完成（引渡）検査の結果、本施設及び成果物が要求水準のとお

り完成していることを確認した場合には、速やかに完成通知書を事業者に対して通

知する。 

 

中間技術検査 

中間技術検査は、以下に基づき実施すること。 

１）実施時期 

①事業者は、入線を行う予定日、または自ら行う完成検査の14日前までに、札幌開発

建設部に中間技術検査依頼書を提出するものとする。なお、中間技術検査の実施回

数は、札幌開発建設部と協議するものとする。 

②札幌開発建設部は、中間技術検査依頼書を受領した後、事業者に対して検査日を通

知し、中間技術検査を実施するものとする。 

２）検査内容 

札幌開発建設部及び事業者の臨場の上、工事目的物を対象として設計図書と対比

し、以下の各号に掲げる検査を行うものとする。 

①工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえの検査を行う。 

②工事管理状況について、書類、記録及び写真等を参考にして検査を行う。 

３）適用規定 

事業者は、中間技術検査については、土木工事共通仕様書第３編3-1-1-6監督職員
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による確認及び立会等第３項の規定を準用する。 

 

技術者の専任 

１）主任技術者等の専任期間 

① 事業契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の

搬入又は仮設工事等が開始されるまでの期間）については、主任技術者又は監理技術

者の工事現場での専任を要しない。 

② 工事完成後、完成（引渡）検査が終了し（札幌開発建設部の都合により検査が遅延

した場合を除く。）、事務手続後、後片付け等のみが残っている期間については、札

幌開発建設部と事業者の間で書面により明確にした場合に限って、主任技術者又は

監理技術者の工事現場での専任を要しない。なお、完成（引渡）検査が終了した日は、

札幌開発建設部が工事の完成を確認した旨、事業者に通知した日（例：「完成通知書」

等における日付）とする。 

２）CORINSへの登録 

技術者の従事期間は、工期をもって登録するものとする（余裕期間を含まないこと

に留意するものとする。）。 

 

週休２日による施工について 

１）本工事は、週休２日による施工の対象工事である。 

２）事業者は、週休２日により施工を原則とする。 

３）週休２日とは、対象期間において、土日・祝日に関わらず、４週８休以上の現場閉

所を行ったと認められる状態をいう。 

４）対象期間は、工事着手日から工事完成日までの期間をいう。なお、年末年始６日間、

夏期休暇３日間、工場製作のみを実施している期間、工事全体を一時中止している

期間のほか、札幌開発建設部があらかじめ対象外としている内容に該当する期間、

事業者の責によらず現場作業を余儀なくされる期間等は含まない。 

５）現場閉所とは、巡回パトロールや保守点検等、現場管理上必要な作業を行う場合を

除き、現場事務所での事務作業を含めて１日を通して現場事務所が閉所された状

態をいう。 

６）４週８休とは、対象期間内の現場閉所日数の割合が２８．５％（８日／２８日）の

水準の状態をいう。なお、降雨、降雪等による予定外の現場閉所日についても、現

場閉所日数に含めるものとする。 

７）週休２日（４週８休）以上の実施の確認方法は、次によるものとする。 

① 事業者は、週休２日の実施計画書を作成し札幌開発建設部へ提出する。 

② 事業者は、実施結果を完成時に札幌開発建設部へ報告する。 

③ 報告の様式及び時期は、事業者と札幌開発建設部と協議して定める。 

８）週休２日の実施状況について、札幌開発建設部が必要に応じて聞き取り等の確認を
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行う場合には、事業者は協力するものとする。 

９）週休２日による施工について、札幌開発建設部又は第三者によるアンケート調査が

行われる場合には事業者は協力するものとする。 

10）週休２日の実施計画書提出後、当該工事の全体工期については、影響は出ないもの

の、一部の施工内容・箇所に変更があり、工期内での期限を設ける必要がある場合

は、対象期間外と出来る場合があるので、札幌開発建設部及び事業者間協議を行う

こと。 

 

２．整備工事業務  

建設発生土について 

本工事及び他工事で発生する建設発生土については、資源の有効利用を図るため、

「建設副産物適正処理推進要綱」に基づき以下のように取り扱うこと。 

１）本工事及び他の工事の施工により発生する建設発生土は下記による。なお、当該内

容の変更については、札幌開発建設部と協議するものとする。 

表 11 本工事で発生する建設発生土 

種別 

利用場所等 

現場内利用 他の工事現場利用 一時保管 

現場内利用場所 埋戻し（歩道部・車

道部） 

  

搬出工事場所    

搬入工事場所  土砂最終置場（入札

公告時に示す） 

 

一時保管場所 土砂仮置場（入札

公告時に示す） 

 土砂仮置場（入札公

告時に示す） 

利用（保管）土量 （公示用設計書 参照）ｍ３ 

 

２）一時保管を行う場合は、飛散、流出、地下浸透、悪臭発散防止の処置、周囲に囲い

を設け他の廃棄物が混入しない処置、保管場所であることの表示（目的、種類、期

間、責任者の明示、連絡先）を設置し、車輌出入り口は施錠するなどして第三者の

立入りを防止する処置を行うこと。 

なお、表示の内容に変更が生じた場合は、札幌開発建設部の指示に基づき変更

すること。 

 

工事で発生するコンクリート塊及びアスファルト･コンクリート塊について 

本工事で発生する建設副産物のコンクリート塊及びアスファルト･コンクリート塊

については、資源の有効利用と廃棄物の発生抑制を図るため、「建設副産物適正処理

推進要綱」に基づき、以下のように取り扱うこと。 
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１）本工事で発生するコンクリート塊及びアスファルト･コンクリート塊については下

記のとおりとする。なお、搬出施設等を変更する場合については、札幌開発建設部

と協議するものとする。 

表 12 本工事で発生するコンクリート塊及びアスファルト･コンクリート塊 

 コンクリート塊 アスファルト・コンクリート塊 

①現地 

再資源化 

②再生資源

化施設 

③一時 

保管 

④現地 

再資源化 

⑤再生資源

化施設 

⑥一時

保管 

搬出場所  入札公告時

に示す 

  入札公告時

に示す 

 

施設名等  入札公告時

に示す 

  入札公告時

に示す 

 

受入時間       

数量 t 入札公告時

に示す 

t t 入札公告時

に示す 

t 

適用       

 

２）再資源化施設に搬入するコンクリート塊は、各施設の受入れ基準を満たす規格

（30cm以下に破砕するなど）で搬出すること。アスファルト･コンクリート各施設

の受入れ基準を満たす規格で搬出すること。なお、受入施設の受入れ条件は事前に

確認すること。 

３）一時保管を行う場合は、飛散、流出、地下浸透、悪臭発散防止の処置、周囲に囲い

を設け他の廃棄物が混入しない処置、保管場所であることの掲示板（保管場所であ

る旨、種類、責任者の明示、連絡先、最大積み上げ高さ、保管可能量）を設置し、

車輌出入り口は施錠するなどして第三者の立入りを防止する処置を行うこと。 

なお、掲示板の内容に変更が生じた場合は、札幌開発建設部の指示に基づき変

更すること。 

 

一時保管について（参考） 

１）一時保管の看板（建設発生土） 

 

＜一時保管看板の記載例＞ 

①保管目的 

一時保管は、令和○○年度○○工事で発生した建設発生土を令和△△年度施工予定

建設副産物の一時保管場所

保 管 目 的

建設副産物の種類 建設発生土

保 管 の 期 間 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

責 任 者 連絡先

20

20

20

20

20

100

50 2550 75

200
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の□□工事で（ドレーン材料、盛土材料、基礎材料、埋戻し材料）に再利用するため

下記の期間、保管するものです。 

②責任者・連絡先 

工事を監理する責任者の役職、氏名、連絡先（電話番号）を記載する。 

※文字は黒色、下地は白色で鮮明な字体であることとし、材質は十分な強度を有す

るものであること。 

２）一時保管の看板（コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、抜根物、汚泥

等の産業廃棄物を工事期間中に工事受注会社が一時保管する場合） 

 

※文字は黒色、下地は白色で鮮明な字体であることとし、材質は十分な強度を有す

るものであること。 

※保管高さの上限、保管数量の上限については、「産業廃棄物の保管施設ガイドラ

イン」（北海道環境生活部）を参考にすること。 

 

分別解体等・再生資源化等の取り扱い 

１）本工事は、特定建設資材を用いた建築物等に係る解体工事又はその施工に特定建設

資材を使用する新築工事等であって、その規模が建設リサイクル法施行令又は都

道府県が条例で定める建設工事の規模に関する基準以上の工事であるため、建設

リサイクル法に基づき特定建設資材の分別解体等及び再資源化等の実施について

適正な措置を講ずることとする。 

 なお、本工事における特定建設資材の分別解体作業等・再資源化等については、

以下の条件を設定している。 

 また、設計変更は現場条件や数量の変更等、事業者の責によるものではない事

項について対象とする。 

  

施設の名称 産業廃棄物保管施設

保管する産業廃棄物の名称

管理者名 ○○建設㈱ 担当者○○○○

連絡先 ℡○○-○○-○○○○

保管高さの上限 ＊保管施設ガイドライン第4-2による。

保管数量の上限
＊工事現場内は掲載は必要ない。
工事現場外は保管施設ガイドライン第4-1による。

100㎝以上

120㎝以上

（北海道環境生活部、産業廃棄物の保管施設ガイドライン5-7表示より）
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① 分別解体等の方法（施工条件明示事項） 

表 13 分別解体等の方法 

工事の種類  新築工事      維持・修繕工事      解体工事 

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法 

工程 作業内容 
分別解体の方法 

（解体工事のみ） 

①仮設 仮設工事 

 有     無 

 手作業 

 手作業・機械作業の併用 

②土工 土工事 

 有     無 

 手作業 

 手作業・機械作業の併用 

③基礎 基礎工事 

 有     無 

 手作業 

 手作業・機械作業の併用 

④本体構造 本体構造の工事 

 有     無 

 手作業 

 手作業・機械作業の併用 

⑤本体付属品 本体付属品の工事 

 有     無 

 手作業 

 手作業・機械作業の併用 

⑥その他 

（     ） 

その他の工事 

 有     無 

 手作業 

 手作業・機械作業の併用 

※「作業内容」が無の場合、「分別解体等の方法」欄については記載の必要はない。 

 

② 再資源化等をする施設の名称及び所在地 

表 14 再資源化等をする施設の名称及び所在地 

特定建設資材 

廃棄物の種類 
施設の名称 所在地 

コンクリート 入札公告時に示す 入札公告時に示す 

アスファルト 入札公告時に示す 入札公告時に示す 

※上記①、②については積算上の条件明示であり、処分場を指定するものではない。 

なお、事業者の提示する施設と異なる場合においても設計変更の対象としない。 

ただし、現場条件や数量の変更等、事業者の責によるものでない事項については対象

とする。 

２）特定建設資材の分別解体等・再資源化等の適正な措置 

本工事は建設リサイクル法に基づき、特定建設資材の分別解体等及び再資源化等の

実施について適切な措置を講ずることとする。 

なお、「解体工事に要する費用等」については、契約締結時に札幌開発建設部と事

業者の間で確認される事項であるため、札幌開発建設部が条件明示した事項と別の方

法であった場合でも変更の対象としない。 

ただし、工事発注後に明らかになったやむをえない事情により、予定した条件によ

りがたい場合は、札幌開発建設部と協議するものとする。 

３）建設リサイクル法第11条通知完了連絡書の送付 

事業者は、建設リサイクル法に基づく、都道府県知事に対する通知を行った旨の書

面を札幌開発建設部より受領した後に、工事着手（建設リサイクル法第10条第１項に
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規定する工事着手をいう。）するものとする。なお、これによりがたい場合は札幌開

発建設部と協議の上、決定するものとする。 

 

ＣＡＬＳ／ＥＣ電子納品 

１）義務と適用図書類 

① 本工事と別途工事の工程が重複することがあるため、各関係機関（関係する電

線管理者を含む）と協議・調整の上、工事を実施すること。 

② 納品の運用にあたっては、北海道開発局の「電子納品の手引き」（北海道開発

局ホームページにて公開）を参考にするものとする。 

③ その他要領・基準類は、下記によるものとする。 

 国土交通省 電子納品等運用ガイドライン【土木工事編】 

 国土交通省 電子納品運用ガイドライン（案）【測量編】 

 国土交通省 電子納品運用ガイドライン（案）【業務編】 

 国土交通省 電子納品運用ガイドライン（案）【地質・土質調査編】 

（URL）https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/gijyutu/ud49g7000000il7t.html 

２）提出媒体など 

工事成果品は、ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒにて正本１部、副本１部を納品すること。

なお、データが大容量になる場合には、協議によりＢＤ－Ｒの使用を可とする。 

３）設計図について 

設計図については「ＣＡＤ製図基準」を基本とするが、それによりがたい場合（同

基準が適用出来る設計図書が存在しない場合)は､札幌開発建設部と打ち合わせのうえ

決定すること｡ 

 

道路工事完成平面図の作成について 

１）作成の目的 

本工事は、ＣＡＬＳ／ＥＣ推進の一環として道路工事完成図等の電子納品を利

用した管理図の蓄積・更新の迅速化・効率化を目的とし、道路の基盤的な情報が

整備され、維持管理段階を始めとする各種業務の高度化・省力化に繋げるもので

ある。 

作成にあたっては、｢道路工事完成図等作成要領第２版｣(国土技術政策総合研

究所資料、平成20年12月)（以下「全国版」という。）および「道路工事完成図

等作成要領（北海道版）」（以下「北海道版」という。）に基づき電子デ－タを

作成するものとする｡ 

（※道路工事完成図等作成支援サイト http://www.nilim-cdrw.jp） 

（※北海道版の道路工事完成図作成要領掲載サイト 

https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/kn/dou_ken/u23dsn0000000t24.html） 

（※北海道版の質問についての問合せ hkd-ky-dourokouzikansei@gxb.mlit.go.jp） 
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２）電子データのレイヤ規定 

電子データ作成にあたり、全国版の31頁に記載されている表７レイヤ分類一覧

表のうち「本要領で規定した地物を格納するレイヤ」および北海道版の別表「そ

の他のレイヤ＿分類一覧(案)」に基づき分類、または作成する。 

３）電子データ納品 

本工事は､全国版のⅢ.電子納品編に従い、上記２）の条項を満足のうえ電子デ

ータを作成し､「北海道における電子納品に関する手引き(案)【工事編】」に定

められている｢工事完成図書の電子納品要領(案)｣に規定する電子媒体ルート“Ｄ

ＲＡＷＩＮＧＦフォルダ(完成図フォルダ)”に工事の最終成果品の構成として含

むものとする｡ 

なお、平面図データのファイル形式バージョンについては【Ver.3.X】を標準

とする。よりがたい場合は札幌開発建設部と協議のうえ決定すること。 

（※北海道における電子納品に関する手引き(案)【工事編】サイト 

http://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/gijyutu/ud49g7000000il7t.html） 

４）電子納品媒体提出時のエラーチェックとウイルス対策 

事業者は、国土技術政策総合研究所が道路工事完成図等作成支援サイトにて無

償で公開する「道路工事完成図等チェックプログラム」及び「完成平面図品質評

価ツール（追加チェックプログラム）暫定版」によるチェックおよび国土交通省

の「電子納品チェックシステム」によるチェックを行い、エラ－がないことを確

認した後、ウイルス対策を実施した上で電子媒体を札幌開発建設部に提出しなけ

ればならない。 

５）電子データのプリント出力による提出 

道路法第28条による道路台帳を閲覧する権利を保障に供するため、電子データ

により作成された道路工事完成平面図は、下記のとおりプリント出力し提出する

ものとする。なお、出力時には北海道版の別表「ＣＡＤソフトからの出力時に非

表示とするレイヤ」に書かれているレイヤをあらかじめ非表示にしたうえ、プリ

ントすること。 

① 印刷用紙の種類：用紙サイズ：594mm×841～1140mm 

          （図枠サイズ:554mm×801～1100mm） 

② 作成区間（例）： KP=0.00～800.00     L=800.00（縮尺1/1,000の場合） 

            KP=3,000.00～3,350.00  L=350.00（縮尺1/500の場合） 

③ 縮尺：1/1,000または1/500 

６）資料の提供 

作成については、全国版および北海道版に基づき作成することとし、資料につ

いては札幌開発建設部から提供を受けるものとする。 
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道路管理データベースに係る道路施設基本データの作成について 

１）作成対象施設について 

事業者は、「道路施設基本データ作成マニュアル（令和５年３月北海道開発

局）」により道路施設基本データの作成を行うこと。 

なお、本工事における道路施設基本データ作成の対象となる施設は、別表のと

おりとする。 

２）作成方法について 

道路施設基本データは、下記【道路施設基本データ等作成支援サイト】に掲載

している、下記の要領・台帳記入シート・支援システム等を用いて作成するこ

と。 

＜道路施設基本データ等作成支援サイト＞ 

https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/kn/dou_iji/ud49g7000000cjt9.html 

①「道路施設基本データ作成マニュアル（北海道開発局）令和５年３月」 

②「道路施設基本データシステム」Ver.1.2.0 

③「道路施設台帳記入シート」 

④「道路施設基本データ作成システム利用マニュアル（令和２年３月 国土交

通省）」 

３）提出について 

別表に示す対象施設が漏れなく作成されているか、事前に札幌開発建設部へ確

認し、工事成果品として道路施設基本データを札幌開発建設部へ提出すること。 

工事成果品が、電子納品対象工事の場合は、上記２）作成方法について「道路

施設基本データ作成マニュアル（北海道開発局） 令和５年３月」に記載してい

る。 

道路施設基本データの電子納品フォルダ構成に従い、電子納品ＣＤに所定のデ

ータを格納すること。 

また、電子納品対象外工事の場合は、別途ＣＤを作成し、上記と同様のフォル

ダ構成で所定のデータを格納すること。 

４）その他 

その他、不明な点については札幌開発建設部と協議すること。 

５）道路施設基本データの対象施設名一覧表 

表 15 道路施設基本データの対象施設名一覧表 

区分 施設番号 施設名 
道路施設 

基本データ対象施設 

道
路
構
造 

C020 縦断勾配  

C030 平面線形  

C050 舗装 ○ 

C060 道路交差点  
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区分 施設番号 施設名 
道路施設 

基本データ対象施設 

C070 鉄道交差点  

C080 歩道及び自転車歩行車道  

C090 独立専用自歩道  

C100 中央帯  

C110 環境施設帯  

構
造
物 

D010 橋梁  

D020 橋側歩道橋  

D030 横断歩道橋  

D040 トンネル  

D050 洞門  

D060 スノーシェッド  

D070 地下横断歩道  

D080 道路ＢＯＸ等  

D090 横断ＢＯＸ等  

D100 パイプカルバート  

D110 のり面           

D120 擁壁             

付
属
物
及
び
付
帯
施
設 

E010 防護柵  

E020 道路照明 ○ 

E030 視線誘導標（反射式）  

E040 視線誘導標（自光式）  

E050 道路標識  

E060 道路情報板  

E070 交通遮断機  

E080 Ｉ．Ｔ．Ｖ  

E090 車両感知器  

E100 車両諸元計測施設  

E110 気象観測施設  

E120 災害予知装置  

E130 自動車駐車場等  

E140 自転車駐車場  

E150 雪崩防止施設         

E160 落石防止施設  

E170 消雪パイプ  
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区分 施設番号 施設名 
道路施設 

基本データ対象施設 

E180 ロードヒーティング  

E190 除雪ステーション  

E200 防災備蓄倉庫  

E210 共同溝  

E220 ＣＡＢ電線共同溝 ○ 

E230 植栽  

E240 遮音施設  

E250 遮光フェンス  

E270 流雪溝  

E330 光ケーブル  

E350 ビーコン  

注-１）○が記載されている施設について、道路施設基本データを作成すること。 

注-２）上記対象施設は変更することがあるので、札幌開発建設部と協議すること。 

 

重要構造物図面・設計図書の作成について 

１）本工事は、下記２）表16に示す工種について、重要構造物図面・設計図書を作成す

る。 

作成にあたっては、下記ホームページに掲載している「重要構造物図面・設計図

書の電子媒体作成手順書（案）」（平成31年２月）による。 

＜重要構造物図面・設計図書の電子媒体作成手順書（案）【工事受注者用】＞ 

https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/kn/dou_iji/ud49g7000000cjt9-

att/splaat000001n3ek.pdf 

 

２）作成に必要な資料は、札幌開発建設部より貸与する。 

また、作成にあたり、不明な点については札幌開発建設部と協議すること。 

表 16 工種コード及び工種 

工種コード 工種名 対象 

D010 橋梁  

D020 橋側歩道橋  

D030 横断歩道橋  

D040 トンネル  

D050 洞門  

D060 スノーシェッド  
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工種コード 工種名 対象 

D070 地下横断歩道  

D080 道路ＢＯＸ等  

D090 横断ＢＯＸ等  

D120 擁壁  

E210 共同溝  

E220 ＣＡＢ電線共同溝 ○ 

注-１）○が記載されている施設を対象とする。 

注-２）上記対象施設は変更することがあるので、札幌開発建設部と協議すること。 

 

リアルタイム路上工事情報提供に関する入力作業 

本事項は、路上工事の内、車線規制が生じる道路・電気通信工事及び点検業務に適

用する。なお、路面清掃や一般除雪作業等の移動作業を伴う工事については適用しな

いものとする。 

１）路上工事情報（電子ファイル）の提出と日々工事規制情報の入力作業 

① 路上工事情報（電子ファイル）の提出 

事業者は「路上工事情報 規制予定データ作成マニュアル 工事受注者向け

（データ作成編）」にもとづき、札幌開発建設部から貸与、またはマニュアル等

関連資料配付サイトからダウンロードする路上工事情報（電子ファイル）に、必

要事項（工事名称、規制開始予定日時等）を入力し、以下のチェックサイトによ

りデータをチェックした後、札幌開発建設部へ電子メールにより提出するものと

する。 

＜ホームページアドレス＞ 

http://road-web.hdb.hkd.mlit.go.jp/check/ 

（なお、ユーザ名及びパスワードは札幌開発建設部に確認するものとする。） 

② 日々の路上工事情報入力作業 

事業者は、「路上工事情報 リアルタイム提供マニュアル 工事受注者向け

（日々入力編）」にもとづき、日々の工事規制の開始、開始時刻変更、中止、規

制解除などを携帯電話のＷｅｂブラウザ機能等を利用して、速やかに入力作業を

行うものとする。 

③ マニュアル等関連資料サイト 

リアルタイム路上工事情報提供に関わるマニュアル等については、以下のホー

ムページアドレスから必要な資料をダウンロードし利用すること。 

＜ホームページアドレス＞ 

http://road-web.hdb.hkd.mlit.go.jp/check/ 

（なお、ユーザ名及びパスワードは札幌開発建設部に確認するものとする。） 
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環境家計簿について 

建設現場における生産性向上の取組によるＣＯ２削減活動の促進や、ＣＯ２排出削

減量の「見える化」による札幌開発建設部及び事業者のＣＯ２削減意識の向上を図る

ための取組である「環境家計簿」については、平成21年度から令和元年度までの取組

によるデータの蓄積、取組事例の整理により、取組の目的は概ね達成したものと考

え、各工事への調査の依頼は当面行わないこととする。 

なお、ＣＯ２削減を各工事現場において積極的に取り組む方針に変わりはないた

め、引き続き建設現場におけるＣＯ２削減事例集や環境家計簿の調査票様式は下記ホ

ームページにて紹介しているので参照されたい。 

また、工事においてＣＯ２削減に繋がる新たな取組を行った場合は、札幌開発建設

部へ報告されたい。 

＜ホームページアドレス＞ 

① 環境家計簿のページ 

https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/gijyutu/ud49g70000008rna.html 

 

木材（間伐材）の活用について 

１）本工事の施工にあたり、要求水準に記載のない事項については、「北海道開発局制

定 道路・河川工事仕様書 第１編 共通編 第１章 総則 １－１－30 環境

対策11．木材の利用」に依るものとする。 

２）工事目的物や仮設、準備工（型枠工、工事看板、掲示板、測量杭、丁張り、ペレッ

トストーブ等）については、性能・機能に支障のない範囲において道内産木材（間

伐材）を積極的に活用するように努めるものとし、札幌開発建設部と協議すること。 

３）本工事で木材（間伐材）の活用を実施した項目については、札幌開発建設部から配

布する様式に記入し提出するものとする。なお、記入にあたって不明な点は札幌開

発建設部と協議すること。 

４）工事内容等により、間伐材の活用が困難な場合は、この限りではない。 

 

 



46 

 

工事実績情報システム（コリンズ）の登録について 

１）登録内容の確認について 

道路・河川工事仕様書1-1-1-5「コリンズ(CORINS)への登録」に定める「登録

のための確認のお願い」及び「登録内容確認書」については、以下のとおり対応

する。 

① 事業者は、「登録のための確認のお願い」の作成後、コリンズ上で「メール送

信による提出」を選択する。 

② 事業者は、上記①によりメール送信された「登録のための確認のお願い」につ

いて札幌開発建設部から確認を受ける。 

③ 「登録内容確認書」については、コリンズから札幌開発建設部にメール送信さ

れるため、事業者による提示は必要ないものとする。 

 

２）位置情報の入力について 

道路・河川工事仕様書1-1-1-5「コリンズ(CORINS)への登録」に定める「登録

のための確認のお願い」を作成するにあたり、位置情報については以下のとおり

とし、工事場所及び座標(緯度、経度)を記載するものとする。なお、座標は、世

界測地系(JGD2011)に準拠する。 

① 起点：北海道札幌市白石区本通４丁目北 

緯度： 43°02′58″ 

経度：141°24′34″ 

② 終点：北海道札幌市白石区本通12丁目南 

緯度： 43°02′29″ 

経度：141°25′25″ 

 

建設現場の遠隔臨場（試行）について 

１）建設現場の遠隔臨場に関する試行について 

本工事は、遠隔臨場試行工事の対象とする場合がある。 

 

工事で使用する再生資材（骨材等）について 

１）事業者は下記の資材についてはコンクリート再生骨材を使用するものとする。 

表 17 コンクリート再生骨材の使用 

使用箇所 資材名 規格寸法 使用数量 

路盤材（車道・歩道） 再生骨材 40mm級 － （入札公告時に

示す） 構造物等基礎材 再生骨材 80mm級 － 

 

２）コンクリート再生骨材は強度の異なる道路構造物、建築系コンクリート破砕物、及

びモルタル等の様々なものが混在しており、品質の変動が懸念されることから、事
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前にその品質を十分に確認すること。 

３）コンクリート再生骨材の品質確認は、製造者の試験成績結果によることができる。

確認の頻度は、製造施設毎に年２回以上とする（施工前６ヶ月以内の試験成績結果

による確認をすること。）。 

４）コンクリート再生骨材による基礎及び裏込め用材料は、呼称80mm級以下のもので、

4.75mmふるいを通過するものが20～65％の割合で混合したものを標準とする。 

５）コンクリート再生骨材を路盤等に使用する場合は、基本的に100％で使用するもの

とする。 

 

コンクリート 

レディーミクストコンクリートは、下表に示した「レディーミクストコンクリート

呼び強度及び標準配合表」によるものとする。 

 

表 18 レディーミクストコンクリート呼び強度及び標準配合表【A-1 札幌】 

摘要 記号 

設計基

準強度 

Ｎ/㎜ 2 

ｽﾗﾝﾌﾟ 

㎝ 

空気

量 

％ 

最大

水・ｾ

ﾒﾝﾄ比 

％ 

骨材最

大寸法 

㎜ 

最小単位

セメント

量 

㎏/ｍ3 

呼び強度 Ｎ/㎜ 2 

混合 B種 

（BB、

FB） 

普通ﾎﾟﾙﾄﾗ

ﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ 

（N） 

縁石基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ C-1 － 8.0 4.5 － 20-25 － 18 18 

 C-1P － 8.0 4.5 － 20-25 270 18 24 

 C-4 18 5.0 4.5 55 40 － 21 24 

 C-4P 18 8.0 4.5 55 40 270 21 24 

 C-5S 18 5.0 5.5 50 40 － 24 24 

 C-5SP 18 8.0 5.5 50 40 270 24 24 

 C-7 σbk4.5 2.5 4.5 45 40 280   

 C-8 σbk5.0 2.5 4.5 45 40 －   

 C-9 － 15.0 4.5 50 40 370 27 C=370 

閉塞工 C-10 18 8.0 5.0 55 20-25 － 21 24 

 RC-1 21 12.0 4.5 55 40 280 21 24 

 RC-1S(b)(c) 21 12.0 5.5 45 40 300 27 30 

 RC-1S(a) 21 12.0 4.5 50 40 280 24 27 

 RC-2 24 8.0 5.0 55 20-25 280 24 24 

 RC-2-1 24 12.0 4.5 55 40 280 24 24 

 RC-2-1S(b)(c) 24 12.0 5.5 45 40 300 27 27 

 RC-2-1S(a) 24 12.0 4.5 50 40 280 24 27 

 RC-3 30 8.0 5.0 55 20-25 280 30 30 

 RC-4 24 12.0 5.0 55 20-25 280 24 24 

 RC-4S(b)(c) 24 12.0 6.0 45 20-25 330 27 30 

 RC-5 30 12.0 5.0 55 20-25 280 30 30 

 RC-5S(b)(c) 30 12.0 6.0 45 20-25 330 30 30 

 RC-11 30 18.0 4.0 55 20-25 350 30 30 

 RC-11-1 40 18.0 4.0 55 20-25 350 40 40 

 RC-12 30 12.0 4.5 55 40 280 30 30 

 RC-12S(b)(c) 30 12.0 5.5 45 40 300 30 30 

 RC-12S(a) 30 12.0 4.5 50 40 280 30 30 

 RC-a 21 8.0 5.0 55 20-25 280 21 24 

 PC-1 30 12.0 5.0 50 20-25 280 30 30 
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摘要 記号 

設計基

準強度 

Ｎ/㎜ 2 

ｽﾗﾝﾌﾟ 

㎝ 

空気

量 

％ 

最大

水・ｾ

ﾒﾝﾄ比 

％ 

骨材最

大寸法 

㎜ 

最小単位

セメント

量 

㎏/ｍ3 

呼び強度 Ｎ/㎜ 2 

混合 B種 

（BB、

FB） 

普通ﾎﾟﾙﾄﾗ

ﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ 

（N） 

 PC-1P 30 12.0 5.0 50 20-25 280 30 30 

 PC-1S(b)(c) 30 12.0 6.0 45 20-25 330 30 30 

 PC-1PS(b)(c) 30 12.0 6.0 45 20-25 330 30 30 

 PC-2 40 12.0 5.0 50 20-25 280 40 40 

 PC-2P 40 12.0 5.0 50 20-25 280 40 40 

 PC-2S(b)(c) 40 12.0 6.0 45 20-25 330 40 40 

 PC-2PS(b)(c) 40 12.0 6.0 45 20-25 330 40 40 

 T-1 18 8.0 4.5 60 40 － 18 21 

 T-1P(1) 18 8.0 4.5 60 40 270 18 21 

 T-1P(2) 18 15.0 4.5 60 40 270 18 21 

 TRC-1P(1) 24 8.0 4.5 60 40 280 24 24 

 TRC-1P(2) 24 15.0 4.5 60 40 280 24 24 

※膨張コンクリートには、膨張性混和剤を 20 ㎏使用。（標準混和量 20kg/m3 タイプ） 

※膨張コンクリートは最小単位結合材料量=290kg/m3 以上を標準とする。 

 

土工 

１）土砂類の搬出及び受け入れに当たっては、札幌開発建設部及び関係者と事前協議を

十分に行い、工程に支障が生じないようにすること。 

２）本工事の施工により生じた残土は、指定した場所（入札公告時に示す）へ運搬整理

するものとする。 

 

路床、路盤工 

下層路盤の現場密度の測定については、道路・河川工事仕様書の品質管理基準及び

規格値によるものとするが、歩道部については85％以上とする。 

 

舗装工事データの作成について 

１）事業者は舗装工の施工完了後に舗装工事データ及び性能規定データの作成を行い

提出するものとする。作成にあたっては、札幌開発建設部から所定の様式の提供を

受けた上で、記入方法等について札幌開発建設部と協議すること。 

２）提出にあたっては、電子データを作成し､「北海道における電子納品に関する手引

き(案)【工事編】」に定められている電子媒体ルート“ＯＴＨＲＳフォルダ(その

他管理ファイルフォルダ)”に工事の最終成果品の構成として含むものとする。 

（※北海道における電子納品に関する手引き(案)【工事編】サイト 

  https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/gijyutu/ud49g7000000il7t.html） 

３）その他、不明な点については札幌開発建設部と協議すること。 

 

工事で使用する再生資材（再生アスファルト混合物）について 

１）事業者は、下記の資材については、再生加熱アスファルト混合物を使用するものと
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する。なお、再生骨材率については変更することがあるので札幌開発建設部と打合

せすること。 

表 19 再生加熱アスファルト混合物の使用 

再生加熱アスファルト混合物 
厚さ 

（ｃｍ） 

混入率 

（％） 
使用箇所 

アスファルト安定処理 5、9 50 車道 

密粒度アスコン（13F) 3 50 歩道 

細粒度アスコン（歩道） － 50 アスカーブ 

ポリマー改質アスファルトⅡ型 

細密粒度ギャップアスコン

(13F55) 

5 30 車道 

粗粒度アスコン 3、6 50 車道 

細粒度アスコン 3 50 歩道 

 

２）再生加熱アスファルト混合物の品質は、「舗装再生便覧」に適合すること。 

ただし、次の事項は「道路・河川工事仕様書」、「要求水準書」によるものと

する。 

① 標準配合、標準基準密度、再生加熱アスファルト安定処理混合物の骨材標準粒

度 

３）再生加熱アスファルト混合物の設計針入度は、80～100級とする。 

４）再生加熱アスファルト混合所からの運搬距離は40km及び運搬時間1.5時間の範囲内

とする。 

なお、上記範囲を越える場合においても、所定の品質が確保される場合は札幌

開発建設部と協議のうえ使用することが出来る。 

 

電線共同溝 電力用管路材 

別添（別紙資料４）「電線共同溝 電力用管路材」に示す。 

 

電線共同溝 一管一条方式通信用管路材 

別添（別紙資料５）「電線共同溝 一管一条通信用管路材」に示す。 

 

電線共同溝 共用ＦＡ方式通信用管路材 

別添（別紙資料６）「電線共同溝 共用ＦＡ方式通信用管路材」に示す。 

 

ＩＣＴ活用工事について 

１）ＩＣＴ活用工事 

本工事は、国土交通省が提唱するｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎに基づき、ＩＣＴ
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の全面的活用を図るため、事業者の提案・協議により、起工測量、設計図書の照査、

施工、出来形管理、検査及び工事完成図や施工管理の記録及び関係書類について３次

元データを活用するＩＣＴ活用工事の対象工事である。 

 

２）定義 

①ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎとは、ＩＣＴの全面的な活用、規格の標準化、施

工時期の平準化等の施策を建設現場に導入することによって、建設現場のプロセ

ス全体の最適化を図る取り組みである。本工事では、施工者の希望により、その

実現に向けてＩＣＴを活用した工事（ＩＣＴ活用工事）を実施するものとする。 

②ＩＣＴ活用工事とは、施工プロセスの下記段階において、ＩＣＴを全面的に活用

する工事である。また、次のa）～d）の全ての段階でＩＣＴ施工技術を活用する

ことをＩＣＴ活用工事という。 

対象は、土工を含む工事とする。 

a)３次元設計データ作成 

b)ＩＣＴ建設機械による施工 

c)３次元出来形管理等の施工管理 

d)３次元データの納品 

 

ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの補正について 

調査・設計業務において作成し、工事業務に引き継がれたＢＩＭ／ＣＩＭモデル

は、工事業務段階においての補正を適切に反映し、維持管理業務及び札幌開発建設部

へ引き継ぐこと。 

 

３．整備施設の所有権移転業務 

事業者は、完成（引渡）検査後、国に対して本施設の所有権を移転すること。 

なお、本施設の引渡予定日は令和17年３月末とする。 

 

４．調整マネジメント業務（工事段階） 

一般事項 

事業者は、整備工事業務と並行して、以下に記載する各種業務について札幌開発建設

部と協議・連携の上、自ら主体的に業務をマネジメントし実施する。 

なお、調整マネジメント業務（工事段階）については、事業の効率化を図るため、調

整マネジメント業務（設計段階）で実施してもよい。 

また、調整マネジメント業務（工事段階）においても、必要に応じて調整マネジメン

ト業務（設計段階）を行うこと。調整マネジメント業務（設計段階）の実施内容、占用

者等及び関係機関との協議、要求水準等については、第２．３．調整マネジメント業務

（設計段階）に準じるものとする。 
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業務計画 

事業者は、調整マネジメント業務（工事段階）の実施にあたり、次の（３）から（11）

に記載する各種業務について業務計画書を作成し、業務着手予定の前営業日までに、札

幌開発建設部へ提出する。 

 

打合せ 

１）事業者は、業務を適正かつ円滑に実施するため、札幌開発建設部と協議のうえ進め

るものとし、その内容についてその都度事業者が書面（打合せ記録簿）に記録し、

相互に確認する。なお、連絡は電子メール等を活用し、電子メール等で確認した内

容については、必要に応じて打合せ記録簿を作成するものとする。 

２）打合せ記録簿は一覧表を作成し、要旨・指示協議等の内容がわかるようにすること。

あわせて、打合せ記録簿及び打合せ記録簿一覧表は成果報告書に一括して綴り込

むものとする。 

３）業務着手時、業務の主要な区切り及び業務完了時において行うものとする。なお、

打合せ等は、共通仕様書に定めるものに加え、札幌開発建設部と協議の上実施する

ものとする。 

 

工事期間における規制箇所等調整 

工事期間における規制箇所等については、施工計画書に基づき、道路管理者及び所轄

警察署等関係機関と調整を行うものとする。 

 

地元に対する工事説明会 

事業者は、地域住民に対して工事着手前に工事内容について説明会を実施し、同意を

得るよう努めなければならない。実施方法については第２．３（５）に準じるものとす

る。 

 

隣接家屋・店舗等との出入口調整 

隣接家屋・店舗等との出入口については、道路承認工事申請（道路法第24条）に基づ

き幅員・構造・舗装構成を調整するものとする。 

 

家屋調査、振動・騒音調査 

事業者は、事業損失防止のため、調査・設計業務において実施した調査結果を基に、

工事実施中の振動・騒音の調査（暗振動、暗騒音を含む）を実施する。また、工事実施

後の近隣の家屋調査を必要に応じて実施する場合がある。家屋調査及び振動・騒音調査

の費用については、札幌開発建設部と協議の上、設計変更の対象とする。 
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電線共同溝管理台帳及び情報ボックス管理台帳の作成 

事業者は、対象区間における電線共同溝管理台帳及び情報ボックス管理台帳等を作

成する。作成にあたっては、札幌開発建設部 電線共同溝管理台帳/管理図作成要領(案)

（令和２年２月）及び札幌開発建設部 情報ボックス管理規程（令和３年３月）に準拠

する。 

１）電線共同溝の管理台帳データの作成 

別紙様式１～様式７に示す管理台帳に、現地調査結果を踏まえて必要情報を入力し

た管理台帳データを作成する。 

２）電線共同溝の管理用平面図及び占用数量調書の作成 

事業者は、工事完成時の平面図を基に、管路断面図と区間ごとの占用延長等を記載し

た平面図及び占用数量調書を作成する。 

３）情報ボックスの調書の作成 

調書には、次の各号を記入する。 

①収容物件の敷設状況 

②収容物件の種類、占用許可年月日、許可番号、敷設工事着手年月日及び完了年月日、

管理者名及び連絡先 

③その他必要事項 

４）情報ボックスの図面の作成 

図面には、次の各号を記入する。 

①情報ボックスの位置、規模及び構造 

②その他必要事項 

 

連系設備引渡書作成 

事業者は、対象区間における連系設備について、引渡設備内訳書、箇所図、平面図、

縦断図、断面図等を添付した連系設備引渡書を作成する。 

 

抜柱完了時期 

１）入線・抜柱に係る調整・協議：７機関（対象事業者数） 

事業者は、下記の協議資料を作成するとともに参画事業者との調整・協議を行う。 

・入線・抜柱に係る調整・協議 

事業者と札幌開発建設部が入線・抜柱に必要な調整・協議を実施する。なお、入線企

業への入線・抜柱スケジュールの要請については、必要に応じて札幌開発建設部が支援

する。 

＜対象事業者＞ 

①北海道電力株式会社 

②北海道総合通信網株式会社 

③東日本電信電話株式会社 
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④株式会社NTTドコモ 

⑤株式会社北海道時事放声社 

⑥北海道公安委員会 

⑦北海道開発局 

 

抜柱は、令和17年３月末までに占用者に完了させること。 

事業者は、業務ごとの実施状況について以下に示す業務報告書を作成し、札幌開発建

設部へ提出し、確認を受ける。 

なお、期日までに抜柱完了が困難な場合は、札幌開発建設部と協議して対応すること。 

 

表 20 業務報告書等と提出時期 

提出時期 
業務報告書 

 添付すべき資料 

業務開始後速やかに ・入線・抜柱の管理 ・入線・抜柱実施計画書 

実施後速やかに ・関係機関協議結果 ・入線・抜柱協議結果 

各事業年度内 ・入線・抜柱の進捗状況 ・入線・抜柱完了報告書 

 

関係機関協議結果等のとりまとめ 

事業者は、調整マネジメント業務において実施した関係機関協議等の経緯及び結果

を整理し、札幌開発建設部に提出するものとする。提出期間は工事着手から施設引渡し

までとし、提出は毎年度末の営業日までとする。 
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第４ 工事監理業務 

１．工事監理業務 

（１）一般事項 

１）事業者は、設計図書等と工事内容の整合性を確認するとともに、必要な検査を実施

すること。 

２）事業者は、業務を適正かつ円滑に実施するため、札幌開発建設部と協議のうえ進め

るものとし、その内容についてその都度事業者が書面（打合せ記録簿）に記録し、

相互に確認する。なお、連絡は電子メール等を活用し、電子メール等で確認した内

容については、必要に応じて打合せ記録簿を作成するものとする。 

３）業務着手時、業務の主要な区切り及び業務完了時において行うものとする。なお、

打合せ等は、共通仕様書に定めるものに加え、札幌開発建設部と協議の上実施する

ものとする。 

 

（２）業務計画 

事業者は、工事監理業務の実施にあたり業務計画書を作成し、業務着手予定の前営業

日までに、札幌開発建設部へ提出する。 

 

（３）業務の実施 

事業者は、工事監理期間中は原則として、工事監理業務報告書（業務月報「様式は任

意」）を札幌開発建設部に提出し、工事監理状況の報告を行うこと。 

なお、工事監理業務報告書（業務月報）の提出期間は工事着手月から施設引渡し月ま

でとし、提出は毎月末の営業日までとする。 
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第５ 維持管理業務 

１．基本事項 

一般事項 

事業者は、維持管理対象施設について第２の調査・設計業務及び第３の工事業務に示

された要求水準を維持することにより、利用者の利便性・安全性を確保することを目的

とし、以下の維持管理業務を適切に遂行する。また、関係法令で定める全ての点検、検

査、測定等を合わせて実施すること。 

１）点検業務 

２）補修業務 

３）調整マネジメント業務（維持管理段階） 

 

業務計画 

事業者は、業務実施にあたり以下に示す事項を記載した業務計画書を作成する。また、

事業者は、提案書に記載した内容ついて、業務計画書へ記載するとともに、適切に業務

を遂行すること。業務実施体制及び業務管理体制において、維持管理業務全体を総括す

る維持管理業務責任者を定めること。 

・業務実施体制 

・業務管理体制 

・各業務の責任者の経歴、資格等 

・業務担当者名及び経歴等 

・業務提供内容及び実施方法等 

・事業期間中の点検・補修業務の実施時期及び内容 

・業務実施の周知内容及び方法 

・業務報告の内容及び時期 

・苦情等への対応 

・災害時の対応及び想定外の事態が発生した場合の対応 

・安全管理 

・その他、必要な事項 

 

なお、次の場合は、業務計画書を修正し、再度提出する。 

・業務計画書の提出後、業務計画書の記載内容に変更があった場合 

・札幌開発建設部に業務計画書の記載内容が不適切と判断された場合 
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提出書類 

事業者は、以下に示す図書を札幌開発建設部に遅滞なく提出する。 

１）業務計画書 

事業者は、業務実施にあたり下表に示す業務計画書を作成し、札幌開発建設部へ提出

する。また、事業者は、提案書に記載した内容ついて、業務計画書へ記載するとともに、

適切に業務を遂行すること。 

なお、次の場合は、業務計画書を修正し、再度提出する。 

・業務計画書の提出後、業務計画書の記載内容に変更があった場合 

・札幌開発建設部に業務計画書の記載内容が不適切と判断された場合 

 

表 21 業務計画書と提出時期 

業務計画書 提出時期 

業務計画書 維持管理業務開始予定日の１ヶ月前まで 

年間業務計画書 当該事業年度が開始する日の１ヶ月前まで 

 

２）業務報告書 

事業者は、業務ごとの実施状況について以下に示す業務報告書を作成し、札幌開発建

設部へ提出し、確認を受ける。 

 

表 22 業務報告書等と提出時期 

提出時期 
業務報告書 

 添付すべき資料 

実施後速やかに ・点検・補修記録 ・点検記録表 

・補修結果記録 

・事務手続き記録 ・占用者の台帳閲覧申請記録 

・電線共同溝の入構記録 

・関係機関協議結果 ・打合せ記録簿 

・苦情等及びその対応結果 

・その他、必要な資料 

各事業年度内 ・管理台帳の修正 ・年報 

・電線共同溝管理台帳の修正 

※修正がない年度は提出不要 

※ただし、最終事業年度の最終月は除く。 

 

３）その他の業務報告 

事業者は、業務の遂行に支障をきたすような重大な事象が発生した場合は、速やかに

札幌開発建設部に報告する。また、札幌開発建設部から業務遂行上必要な報告・書類の
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提出の要請があった場合は、速やかに対応する。 

 

交通安全管理 

１）事業者は、本業務の実施にあたっては、交通の安全について、札幌開発建設部、

道路管理者及び所轄警察署と打合せを行うとともに、道路標識、区画線及び道路

標示に関する命令（昭和35年12月17日総理府・建設省令第３号）、道路工事現場

における標示施設等の設置基準（建設省道路局長通知昭和37年８月30日）、道路

工事現場における標示施設等の設置基準の一部改正について（局長通知平成18年

３月31日国道利37号・国道国防第205号）、道路工事現場における工事情報板及

び工事説明看板の設置について（国土交通省道路局路政課長、国道・防災課長通

知平成18年３月31日国道利38号、国道国防第206号）及び道路工事保安施設設置

基準（案）（建設省道路局国道第一課通知昭和47年２月）を準用し、安全対策を

講じなければならない。 

２）本業務における交通誘導警備員の構成人員は、上記安全対策について、「警備員

等の検定等に関する規則」第２条に記載される交通誘導警備業務を行う場所毎に

配置すること。 

交通誘導警備員Ａ及びＢは、公共工事設計労務単価に定義される職種とする。 

３）実際に交通規制を行った場合は、規制日時、場所、規制図、使用資機材、交通誘

導警備員の員数などについて、その点検作業の報告時に合わせて札幌開発建設部

に報告すること。 

４）本業務の履行に当たっては、施工箇所毎に交通誘導警備員を配置するものとす

る。 

なお、詳細については札幌開発建設部と協議するものとする。 

 

外部対応及び災害対応等 

事業者は、業務の実施に際して次のことに対応すること。 

１）苦情等への対応 

事業者は、利用者からの維持管理に関する苦情・要望等に対し、緊急を要する場合は

速やかに札幌開発建設部に報告し、再発防止措置を含め迅速かつ適切に対応し、その対

応結果を札幌開発建設部に報告する。なお、緊急を要さない場合は、札幌開発建設部と

協議の上対応する。また、事業者は、適用範囲外に関する苦情等（地域住民等からの苦

情等）を受けた場合、速やかに札幌開発建設部に報告し、対応について協議する。 

２）災害発生及び想定外の事態が発生した場合の対応 

事業者は、災害が発生した場合、想定外の事態の発生、または発生が予測された場

合、迅速かつ適切に対応する。 

 



58 

 

打合せ 

維持管理業務を適正かつ円滑に実施するため、札幌開発建設部と事業者は、常に密接

な連絡をとり、業務の方針及び条件等の疑義を正すものとし、その内容についてはその

都度事業者が書面（打合せ記録簿）に記録し、相互に確認しなければならない。 

なお、連絡は電子メール等を活用し、電子メールで確認した内容については、必要に

応じて打合せ記録簿を作成するものとする。 

１）業務計画書作成時 

初年度は前年度中に確認、各年度は年度当初の打合せと合わせて実施する。 

２）業務報告書提出時 

３）入線等の調整のための協議時（実施時期は適宜） 

 

２．点検業務 

一般事項 

維持管理対象施設の経年劣化の最小化、施設性能の維持を目的とし、定期的にその

機能、劣化状況、損傷等異常の有無の点検を以下のとおり行う。また、電線共同溝の

管理台帳を修正する。 

点検は、事業者において実施方法を作成し、札幌開発建設部と協議のうえ、実施す

るものとする。 

 

要求水準 

１）事業者は、特殊部について、施設完成（引渡）後１年毎に１回以上内部を点検す

ること。 

２）点検時に浸水の有無を確認するとともに、水抜き及び清掃を行うこと。 

３）点検時に異常及び異常のおそれを発見した場合は、直ちに札幌開発建設部に報告

すること。また、同様の異常の発生が予想される箇所の点検を実施すること。 

４）点検記録表の提出及び提出時期について、札幌開発建設部と協議すること。 

５）特殊部の点検については、次のとおりとする。 

①点検対象装置は、次のとおりとする。 

  対象装置：特殊部 

  点検基準：電気通信施設点検基準 ハンドホール個別点検 

（別添（別紙資料７）電気通信施設点検基準（案）個別点検参照） 

  日々通勤：55箇所 

②点検対象装置の点検基準は、次のとおりとする。 

・「電気通信施設点検基準（案）」は下記北海道開発局技術管理課ホームページ

からダウンロードできる。 

 ・ここに掲載されている「電気通信施設点検業務積算基準（案）」は「電気通信

施設点検積算基準」に、本文中の「点検業務」は「点検」に読み替えるものとす



59 

 

る。 

https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/gijyutu/ud49g70000001kxx.html 

③旅費交通費等 

 ・旅費交通費及び移動拘束費は、電気通信施設点検（保守）業務積算基準の運用

「３－１ 旅費交通費及び移動拘束費の率を用いた積算」を適用している。総点

検箇所数及び距離別点検箇所数等については、次のとおり見込んでいる。 

  総点検箇所数：55箇所 

  距離別点検箇所数：25km未満の点検箇所数・・・55箇所 日々通勤 

  所在地補正：あり 

 

特記事項 

１）点検 

札幌開発建設部が行う道路巡回時に異常を発見した場合は、札幌開発建設部より事

業者へ報告した後、事業者は早急に状況を確認し、札幌開発建設部と協議の上点検を

行うこと。 

２）災害及び想定外の事態が発生した場合の対応 

災害等が発生した場合、または不測の事態が発生した場合、事業者は安全を確認し

た上で、直ちに施設の点検を行い、被害状況を速やかに札幌開発建設部に報告する。 

また、大雨による浸水被害等が予見される場合、事業者は事前に必要な対策等の措

置を札幌開発建設部と協議の上実施すること。 

３）応急措置 

点検の結果、継続使用することにより著しい損傷等が発生することが想定される場

合は、応急措置を講ずる。 

 

３．補修業務 

一般事項 

電線共同溝について施設性能の維持を目的として、電線共同溝の補修を実施する。 

また、補修及び対応に関する費用負担については札幌開発建設部と協議すること。 

 

要求水準 

事業者は、点検の結果、補修が必要と判断した場合には、札幌開発建設部と協議の上

補修を行い、電線共同溝および電線共同溝に敷設する電力線、通信線等の収容物件の機

能を確保する状態を維持するよう努めること。 

 

特記事項 

１）補修 

札幌開発建設部が行う道路巡回時に異常を発見した場合は、札幌開発建設部より事
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業者へ報告した後、事業者は早急に状況を確認し、札幌開発建設部と協議の上補修を

行うこと。 

 

４．調整マネジメント業務（維持管理段階） 

一般事項 

本業務は、他の占用者等と必要な調整を行い、円滑な維持管理業務の遂行を実施する

ことを目的とする。 

 

業務の範囲 

本業務は、札幌開発建設部と事業者で手続きを分担して、他の占用者等と必要な調整

を行い、円滑な維持管理業務を実施するものである。工事完了後に行う入線に関する各

業務範囲の役割分担を下表に示す。 

 

表 23 調整マネジメント業務（維持管理段階）範囲の役割分担 

担当 
協議 

・調整 

申請 

・受理 
承認 実施 

連絡 

・報告 

札幌開発建設部 － 
○ 

受理 
○ － － 

事業者 ○ － － － 
○ 

完了報告 

占用者 ○ 
○ 

申請 
－ 

○ 
※事業者が希望する

場合は別途協議 
－ 

 

要求水準 

１）協議・調整 

事業者は、維持管理対象施設の点検・補修、入線等に係わる調整、管路利用の管理に

際して、第２．３（７）に示す占用者等と必要な協議・調整を行う。 

事業者が行う入線等に係る調整については、占用者との各種会議を活用しつつ進捗

管理を行う。 

事業者が行う管路利用の管理とは、占用者の台帳閲覧申請、電線共同溝の入構に関す

る事務とする。 

 

２）連絡・報告 

事業者は、他の占用者等と必要な協議・調整を行った際は、札幌開発建設部に連絡・

報告を行う。 

 

３）関係機関協議結果等のとりまとめ 
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事業者は、調整マネジメント業務において実施した関係機関協議等の経緯及び結果

を整理し、札幌開発建設部に提出するものとする。 
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別紙１ 事業対象区域図 
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別紙２ ア 調査・設計業務・イ 工事業務・ウ 工事監理業務の対象範囲 
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別紙３ エ 維持管理業務の対象範囲 

 
 



65 

別添（別紙資料１）成果品一覧表 
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別添（別紙資料２）特定調達品目（公共工事）チェックシート 
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別添（別紙資料３）情報取扱者名簿及び情報管理体制図 
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別添（別紙資料４）電線共同溝 電力用管路材 

 

 







































 

別添（別紙資料５）電線共同溝 一管一条通信用管路材 

 

  









JIS K 6353 



























 

別添（別紙資料６）電線共同溝 共用ＦＡ方式通信用管路材 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

































 

別添（別紙資料７）電気通信施設点検基準（案） 個別点検 

 

 



  

 

 

 

 

 

 

電気通信施設点検基準（案） （２／３） 

 

 

個別点検 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年１１月 



「個別点検」 ３３－ ３ 直流電源装置〔遮断器投入用〕〕（ＭＳＥ形等） 

No 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備 考 毎

日

１
ケ
月

２
ケ
月

３
ケ
月

６
ケ
月

12
ケ
月

１ 整流器電圧電流測定 交流入力電圧、整流器出力電圧、電流、負荷電圧、電流を測定

し、基準値内であることを確認する。 

○ 電圧計、電流計 装置の正常動作の確認 

標準値（規定値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 ２ 警報回路動作試験 停電検出時、警報接点が出力されることを確認する。 ○ 

３ 蓄電池の確認 蓄電池電圧を各セル毎に測定し、基準値内であることを確認す

る。 

なお、蓄電池の内部抵抗を各セル毎に測定し確認する。 

○ 電圧計、インピ－ダ

ンス計 消防用非常電源は６ヶ月とする 

４ 機能を維持するための

確認 

整流器及び蓄電池の外面を清掃する ○ 周囲環境を考慮した機能維持 

機器取付け状態の確認を行い、整流器内外部及び蓄電池外面を

清掃する。 

○ 

「個別点検」 ３３－ ４ 分電盤 

No 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備 考 毎

日

１
ケ
月

２
ケ
月

３
ケ
月

６
ケ
月

12
ケ
月

１ 分電盤の機能確認 入力電圧測定、各出力回路毎の電流測定、絶縁抵抗測定、ケー

ブルの行先表示が適当か確認する。 

○ 絶縁抵抗計 

(500Vメガー) 

装置の正常動作の確認 

標準値（規定値）との照合 

測定結果の変化傾向の把握 

「個別点検」 ３３－ ５ ハンドホール等 

No 確認事項の概要 作業の実施範囲、具体的方法 

点検周期 

使用測定器等 点検目的の概要 備 考 毎

日

１
ケ
月

２
ケ
月

３
ケ
月

６
ケ
月

12
ケ
月

１ マンホール

（ハンドホール）

マンホール、ハンドホールカバーの損傷の有無を確認する。

内部に浸水がないか確認する。

○ 装置の正常動作の確認 


